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はじめに 
 

目下、世界は人類史上かつてないスピードで進展する高齢化に直面している。EU は多くの高齢人口

を擁しているが、他方アジアでも日本を筆頭に少子化を伴う高齢化が急速に進行している。日本は他の

先進諸国よりも高齢化のスピードが速く、2011年で総人口に占める 65歳以上人口の割合は 23％以上、 

いわゆる後期高齢者とよばれる 75 歳以上人口の割合は 11％を超え、 2013 年には人口の 4 分の 1 が

65才以上になる見込みである（総務省データより）。 

 少子化を伴う高齢化は、人口減少をともなうことから、EU各国や日本においては、年金、医療給付、

老人福祉サービスといった社会保障制度への関心がこれまで以上に高まっている。そして、持続可能な

社会保障制度のあり方が問われる中では、世代間格差の問題や高齢者の雇用問題、将来の経済的不安か

らくる若年層の年金不払いや、子供を持たない世帯の増加といった問題が一層深刻さを増している。 

しかしながら、高齢者割合の増加や少子化、あるいは人口減少は、不意に襲ってくる現象ではない。

むしろそれは、現在の人口構成から推測される可視的未来ともいうべきものである。したがって、われ

われは高齢化の現状とその未来、そしてその影響を正しく見据えた上で、そこに、悲観的観測のみなら

ず明るい将来を展望することも可能である。 

以上の認識に基づいて、今回のワークショップでは、欧州経済社会評議会(EESC)のメンバーと、日本の

研究者が参集し、EU と日本の現状を確認するとともに、高齢化がもたらす課題やチャンスについて議

論することとなった。 

セッション１では「高齢化社会がもたらす潜在的機会と可能性」と題し、EU と日本における高齢化

の現状と、それが社会や個人に及ぼす影響などが分析され、セッション２では「日欧の年金システムの

課題」と題し、各国で喫緊の課題とされている年金システムの問題点等が指摘された。そして「高齢者

の雇用と社会的活動」と題するセッション３では、情報通信技術（ICT）の活用による世代間格差の縮

小や、高齢者の社会的活動と就労に関する報告がなされた。これらの内容を踏まえたパネルディスカッ

ションでは、高齢化が進む社会の将来展望に関して活発な意見交換がおこなわれるとともに、知見の共

有がなされた。開催に関わった一員として、今回の企画が EUと日本の明るい未来を切り拓く一助とな

ることを願うばかりである。 

最後に、今回のワークショップ開催にあたっては、ご登壇頂いた欧州経済社会評議会メンバーや研究

者各位のご協力はもちろん、協賛や後援に際しても多くの方々のご支援を賜った。この場をお借りして

深い感謝の意を表したい。 

 

                            山口 隆之 

EUIJ関西副代表 

関西学院大学商学部教授 
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日欧の高齢化社会を考える 

―活力のある高齢化社会とは：社会的側面と経済への挑戦― 

 

開会挨拶 

山口隆之 

EUIJ関西副代表・関西学院大学商学部教授 

 

皆さん、こんにちは。EUIJ 関西の副代表を務めております、関西学院大学の山口隆之と申します。開

会にあたりまして一言ごあいさつを申し上げます。 

 本日は、欧州経済社会評議会の皆さま、当該テーマの第一線でご活躍の皆さま方にパネリストをお引

き受けいただきまして、心よりお礼を申し上げます。EUIJ 関西の一メンバーとして、そして関西学院

大学の一メンバーとして、皆さまに心よりお礼を申し上げたいと思います。 

 また、本日のワークショップにお集まりいただきました皆さま方にも心より感謝を申し上げます。 

 EUIJ関西は、正式にはEUIJインスティテュート関西という名称でございます。2005年４月１日に、

欧州委員会の資金的な援助のもとに、神戸大学と大阪大学、関西学院大学からなるコンソーシアムとし

てスタートいたしました。EUIJ 関西のミッションを一言で申しますと、EU、欧州連合に関する教育、

学術研究の促進、あるいは広報活動等を通じて、日本と EUの関係の強化に努めようというものでござ

います。 

 具体的な柱は主に三つからなっております。まず EUに関する教育、学術研究の拠点となるべき活動

でございます。具体的には、欧州学術機関との交流の推進、学生に対する奨学金の支給、あるいは客員

教授の招聘等を行っております。 

 また、二つ目の活動としましては、EU に関する情報収集および情報発信の拠点となることを目指し

ております。このために駐日欧州連合代表部との連携によりまして、EUに関する情報を収集して、EUIJ

関西のウエブサイト等を通じて、大学だけではなく、高等学校、中学校、あるいは小学校の生徒たちに

まで幅広く、地域社会への情報発信をしております。 

 そして、三つ目のミッションは、EU のインフォメーションセンターとなるべき活動でございます。

この活動の一環といたしましては、具体的な EUに関する基本的な情報収集をしておりまして、例えば

EU 統合の歴史ですとか、EU 各国の諸制度、そのほか経済、社会、文化等についての情報を収集した

上で専門家による公開講座や実務家向けのセミナー等を行っております。 

 そして、この活動の一環といたしまして、このたび我々は、「活力ある高齢化社会を考える」という問

題意識のもとに、欧州経済社会評議会の皆さまをはじめとして、第一線の専門家の方々をお招きする運

びとなったものでございます。当然のことながら、高齢化、特に先進諸国においては同時に進行してお

ります少子化の問題は、現代を生きる我々にとって避けては通れない喫緊の課題でもございます。本日

の議論が来るべき社会というものをより明るいものとする一つのきっかけとなって、具体的な活動、政

策に向けての一助となるよう切に願う次第でございます。 

 最後になりましたけれども、本日のセミナー開催にご協力いただきました、すべての皆さま方に心よ

りお礼を申し上げまして、私の言葉とさせていただきます。本日はまことにありがとうございます。 
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セッションⅠ：高齢化社会がもたらす潜在的機会と可能性 

 

「高齢化社会がもたらす経営課題とチャンス」 

エヴァ・パレンソン 

欧州経済社会評議会 

 

 こんにちは。山口先生、ご参集の皆さま、学生の皆さま、そしてゲストの皆さま、また日本に伺うこ

とができてうれしく思っております。そして、今日のワークショップを編成するに当たってご尽力いた

だいた皆さまにお礼を申し上げます。 

 私どもの欧州経済社会評議会は EUの中で最も古い組織の一つでございまして、50年以上の歴史があ

ります。そして、企業、組合、大学、農家など 344のメンバーが参加しております。我々の任務は、欧

州委員会に対して様々な勧告を行い、その政策形成に影響を及ぼすことです。 

 今日は高齢化社会、そして高齢化社会によってもたらされるさまざまな課題についてお話をさせてい

ただきたいと思います。まず寿命が延びていること、出生率が下がっていることで、人口に大きな影響

が現れています。EUの人口動態を見ますと、EUの 27カ国において女性の出産率は、これから 10年

は 1.6になるだろうといわれています。日本では 1.3と、数字はさらに小さいものとなっています。そ

して、この数字は、世代を置き換えるという意味では、まったく足りません。 

 アイルランドとフランスの出生率は最も高くなっています。ラトビア、ポルトガル、ハンガリーなど

は最も低くなっています。ドイツの出生率も低くなっています。現在の経済危機の中にあって、若い人

たちは困難に直面しています。経済的な不安定によって、多くの人たちは職を見つけることが困難です。

そして、結婚をして家族を持つことを遅らせている状況にあります。したがって、子どもを持つ年齢も

上がってきています。そういう意味で、EUの人口動態が変わっているわけです。 

 通常、女性は男性に比べて寿命が長いといわれていますが、この男女差はどんどん小さくなっていま

す。健康で生きることができる年数を見ると、男女においてほとんど差はありません。女性の寿命は確

かに長いのですが、寿命の 65％を健康に過ごすことができています。質のいい形で生活をし、何の制限

もなく生活しています。しかし、男性の場合、この数字は５％高くなっています。つまり、男性のほう

が寿命は短いけれども、クオリティーは高いということです。 

 さて、65歳以上の高齢者の重要性を考えてみます。EUにおける高齢者の割合は人口の 17.4％です。

そして日本では高く、約 24％が 65歳以上の高齢者です。 

 このスライドからわかりますように、日本においても、EU においても、高齢化の傾向は顕著です。

そして年齢の中央値もどんどん高くなっています。いわゆる老年人口指数が急速に高くなっています。

2060 年の予測ですが、65 歳以上の人口と労働人口の割合でいきますと、53.5％になるといわれていま

す。つまり、EUにおける労働人口の２人が65歳以上の高齢者1人を支えるということになるわけです。

これは社会的な支出が増えることでもありますし、年金制度の持続可能性やヘルスケアの持続性にも影

響を及ぼします。 

 また、80歳以上の人口となりますと、これは 2060年には３倍になるだろうと考えられています。こ

れらはすべて、我々がこれから未知の世界に入っていく、ということでもあります。高齢者の人口が若

い人たちの人口よりも増えてくるということは、我々が歴史的に体験したことがない現象です。これは、
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ベビーブームの世代がまもなく退職年齢を迎えること、および既に退職している人たちがいる、という

ことを意味します。この人たちにより長く働いてもらうことをいかに奨励するかを考えていかなければ

なりません。 

 また、移民労働者のことも考えていかなければなりません。2008年の統計から見てみますと、移民労

働者は減少しています。EUは、移民の目的地としては重要性が下がっているということです。「アラブ

の春」などによって、この状況は変わってくるかもしれません。 

 そして、経済危機は大きなインパクトを特に若い人たちに与えました。若年労働者は、ポルトガル、

アイルランド、ギリシアなどから離れていっています。ヨーロッパの域内へ移動する人もいますが、EU

域外へ出ていく人もいます。より豊かな国へと流れていくわけです。貧しい職のない国から、職のある

豊かな国へと移動しているということです。移動の自由ということで、EU は通常これを奨励していま

すが、高齢化社会においては良い傾向ではありません。つまり、労働者を失っている国々にとって、ま

すます若い人が少なくなって高齢化が進んでしまうということになるからです。 

 老年人口指数はどんどん高くなっています。ドイツとイタリアの二カ国だけは、この指数が 30％より

も高い国となっています。通常は 25％でしたが、ドイツとイタリアでは 2010年において 30％以上にな

っています。2030 年になると、アイルランドを例外として、老年人口指数はすべての国で 30％以上に

なります。どんどん高くなっているということです。 

 さて、どの年齢群が増えているでしょうか。特に労働力となる年齢群としては、どこが増えているで

しょうか。労働人口となる年齢群で増えているのは、50歳以上の人たちです。 

 雇用についてですが、最も高い雇用率というのは、いわゆるプライム・エイジといわれている労働年

齢群です。同時に、高齢化の雇用率、つまり 55歳から 64歳の年齢群の雇用率のほうが、若い世代より

も高くなっています。 

 EU の若い世代の問題は非常に深刻です。若い人たちの平均失業率は 20％以上で、平均値は 22％ぐ

らいとなっています。国によっては 50％以上というところもあります。しかし EUが強調しているのは、

世代間のアプローチが必要であるということです。つまり、高齢化社会ということだけではなくて、並

行して若い人たちのことも考えていかなければいけない、ということです。若い世代を失いますと、誰

が年金制度を支えるのでしょうか。そういった大きな課題があります。 

 雇用率は国によって異なります。スウェーデンでは 70％以上の雇用率となっていますが、ほかの国で

はもっと低い数値です。このように、国と国の差が大きいことがわかりますが、これは各加盟国におい

て学習し合うことができる、ということでもあります。 

 EUには「Europe 2020」という戦略があり、ここでは 2020年に 75％の雇用率を目指しています。

20歳から 64歳の男女の雇用率の目標値は 75％に置かれています。平均ではこれより低いものとなって

います。日本ではもっと野心的な数字を掲げています。日本での雇用率のターゲットは 80％でしたでし

ょうか、そのように記憶しております。 

 この状況を解決する方法の一つは、高齢者により長く働いてもらう、労働市場に長く留まってもらう、

ということです。それには、もちろん教育や再訓練が必要です。また、生涯教育にも投資していかなけ

ればなりません。 

 環境におけるいろいろな変化があります。ICTの発展はめざましいものです。技術的な変化が著しい

わけですから、それに対応するための技能を高めていかなければなりませんし、みずから被雇用者とし
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ての競争力を高めていかなければいけないわけです。歳をとっていきますと雇用の機会が減っていきま

すし、訓練を受ける機会も減っていきます。 

 数字を見てみましょう。高齢者の労働者と若い労働者を比較した 2009年の数字ですが、一般的に 25

～64歳という年齢群としては、9.2％が教育や訓練に参加していますが、55～64歳の年齢群を見ますと

4.6％です。日本での状況は違いますし、北欧や英国の状況も違います。北欧や英国では生涯教育への参

加率が高くなっています。55～64歳の年齢で 20％以上が参加しているということです。 

 教育ということでは、女性のほうがより積極的に参加しています。企業はいろいろな課題に直面して

いますが、なかでも高い技能を持つ人を探すことに苦労しています。したがって、企業は人的資本を高

めていく必要があります。自分たちの社員、被雇用者を訓練していく必要が高まっています。高齢の労

働者の訓練もより活発にしていかなければいけません。企業の中で訓練する場合、そして企業の外で訓

練する場合がありますが、ここで重要なのは、欧州における大学など、教育機関においても、まだ十分

な準備ができていません。つまり、高齢者の人たちの受け入れ体制がまだ十分に整備されていない状況

にあります。 

 労働人口のシナリオを比較した場合、EU とその他の経済ブロックを考えますと、EU での労働人口

は減っています。この状況はさまざまな問題を投げかけてきます。どのように経済成長を維持するのか、

年金やヘルスケアのサービスをどのように維持するのかなども重要な課題です。十分な年金やヘルスケ

アのサービスを提供することは、高齢者の数が増えるにつれて難しい問題となってきます。そして、高

齢者が自立して、活発な国民として生活できることも重要です。 

 しかしながら、高齢化というものをただ問題視するだけではなくて、高齢社会をいかにしてチャンス

に結びつけていくかということも考えていかなければいけません。企業が直面する主要な課題としては、

労働や技能の不足、製品やサービス開発、といったことがあげられます。 

 EU の調査の中では、企業は、社会にとって高齢化の問題は深刻であると言っているけれども、マー

ケット戦略にそれを反映させていない、ということが言われています。人口動態的な変化をまだ市場戦

略に反映させていないというのが現状です。よりアップデートし、新しいサービスや製品を開発し、高

齢者向けのものを開発していく必要があります。そして、マーケティング戦略も変えていかなければな

りません。高齢化している消費者向けのマーケティングをしていく必要があります。 

 労働力の不足については、中小企業、大手企業の両方に影響がありますが、やはり中小企業にとって

の影響のほうがより大きいでしょう。すぐれた労働力を見つけることが難しい問題となるからです。 

 次に、機会ということですが、たくさんの機会はあると思います。私の同僚の Laure Batutから、ICT

の発展につながる新しいチャンスについての話が後ほどあると思います。 

 こういった人口動態の変化にもたらされる課題としては、労働人口と退職した人口のバランスの不均

衡化があげられます。つまり、労働人口の平均年齢が高くなるということです。チームの中で若い人た

ちが減っていき、将来は移民が増えていくということでもあります。その結果、オフィスや工場のチー

ムはより多様化していくということでもあります。 

 労働力不足で言えば、その数は 2060年には 5,000万人になるでしょう。そして、技能の不足が将来、

深刻化していくでしょう。既に技能の不足に直面しておりますが、将来はさらに、例えば数学の先生、

医者、エネルギーの専門家というのが見つかりにくくなると考えられます。 

 生産性も高めていかなければなりませんし、イノベーションや新しい技術に対する投資を高めていく
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必要があります。また、企業は人事政策を高齢化している労働人口向けのものにしていかなければいけ

ないですし、製品やサービスも、よりシルバー経済に向けて用意していかなければいけません。 

 時間がなくなってしまいました。ほとんど話をお伝えすることができたと思いますが、このスライド

で申し上げたいのは、税金や付加給付のシステムを見直さなければいけない、ということです。このシ

ステムは、雇用者が高齢者を雇うことを奨励するものでもありませんし、被雇用者がより長く働くこと

を奨励するものでもありません。そういったことを奨励する形で、年金制度を再検討する必要があると

思います。そして、労働力不足に対応する策を講じていかなければなりません。 

 また、企業の教育訓練も重要です。企業にとっては新しい課題でしょう。企業自体が高齢者をどのよ

うに管理していったらいいか、この新しい状況にどのように対応していったらいいか、を学ぶ必要があ

ります。そして、高齢者を活発に維持するためには、雇用だけが必要な策ではありません。彼らに活動

的な生活を維持してもらうための他の策も講じていく必要があります。 

 いろいろな新しいチャンスがあります。今年、EUにおいては Active Ageing & Solidarity Between 

Generations というものを掲げています。それは高齢者の雇用を活発化していく年ということでもあり

ますし、また高齢者が活発に社会参加する、ボランティアとして、市民として活発に参加してもらう、

そして自立を促す年ということでもあります。 

 少し時間を超過してしまいました。どうもありがとうございました。 
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「超高齢化社会日本におけるエイジズムからプロダクティブ・エイジングへ」 

藤田綾子 

甲子園大学教授 

 

 甲子園大学の藤田と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、EUIJ 関西国際ワークショップで発表させていただきますことを大変光栄に思います。あり

がとうございます。私の本日のテーマですけれども、『超高齢社会日本におけるエイジズムからプロダク

ティブ・エイジングへ』ということで、話の内容としましては、日本のエイジズムの実態、プロダクテ

ィブ・エイジングに向けて、この２点について、私の研究も含めながらお話をさせていただきたいと思

います。 

 まず、日本の高齢者に対するエイジズムについてです。日本に限らず、従来からの一般的なライフサ

イクルモデルとして、高齢になれば仕事を辞め、社会の第一線から退いて、家族や社会に扶養されるこ

とが自然な生き方であるというイメージがありました。 

 このようなイメージによって、高齢者に対する考え方もネガティブなものになっていき、いわゆるエ

イジズムという現象をもたらしています。わが国のエイジズムの一つの象徴は、企業における定年制度

です。わが国の 30 人以上の事業所のうち、定年制度がある企業は 93.5％、1,000 人以上の大企業では

99.8％に定年制度があり、その年齢は９割近くが 60歳という年齢になっています。 

 もっとも、2012年８月に政府は、企業は定年年齢を年金の開始年齢とリンクするように、2025年ま

でには希望者全員が 65歳まで働けるようにすることを義務づける法律を決めましたが、それでも 65歳

という年齢で労働の場から一律に排除しようとするものになっています。 

 では実際、日本では高齢者は労働市場にいないのでしょうか。65歳で働いている人の数を他の国と比

較してみますと、日本の 65歳以上の高齢者の労働力は男性 29％、女性 16％で、先進諸国の中で最も高

いことがわかります。 

 しかし、彼らがなぜ働いているのかという理由について見ますと、経済的理由が第一ですので、社会

保障の問題が背景にあることが伺えます。一方、「では、定年制度を廃止してほしいのか」という意見を

聞いてみますと、その答えに「イエス」と言う人は 17.6％にすぎません。つまり、定年制度は当たり前

のこととして、日本人の考え方に浸透していることがわかります。ここで、私が問題にしているのは定

年年齢を延ばせばよいというのではなく、一定の年齢で、一律に労働市場から人を排除するという考え

方が当たり前であるという考え方を改めたい、ということであります。 

 エイジズムについての私の研究を紹介させていただきたいと思います。 

 私は、パルモアという人が作成した、エイジズムの程度を測定できるエイジング・クイズという尺度

を使って、小学生、中学生、高校生、大学生に調査を行いました。このエイジング・クイズという尺度

では、例えばネガティブな偏見項目として、「高齢者は、ほとんどの人が孤立していると思うか、思わな

いか」ということで、「イエス」と答えればネガティブな偏見を持っているというものです。ポジティブ

な偏見としては、「ほとんどの高齢者は預貯金をたくさん持っている」ということに「イエス」と答える

のは間違いだというものです。 

 このスライドにある Answer incorrectly（Negative）というのは、ネガティブな偏見についての言葉

です。次のスライド Answer incorrectly（Positive）は、ポジティブな面での偏見です。ネガティブな
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エイジズムは学年とともに上昇し、ポジティブなエイジズムは学年とともに低下していることがわかり

ました。私たちは、学校とは正しい知識を教え、差別意識をなくすことだと考えるのですが、逆の結果

があらわれていました。 

 そこで、日本の学校で使っている教科書を分析してみました。日本では、小学校から高等学校までは

検定教科書になっています。文部科学省が許可した教科書しか使えないのですが、その教科書の中で、

高齢者は「体が弱くなって助けを必要としている人」として教えられているのです。学年が上がるに従

って「人は年をとるとすべてが弱くなっていく」ということを繰り返し教えられていることから、差別

が強化されていっているのではないかと考えました。 

 しかし、この図を見てください。高齢者の労働の質を若年者と比較してみますと、仕事が非常によく

できる人は２割前後、よくできる人は５割前後、普通が３割前後、できない人が１割以下という割合は、

若い人も高齢者も同じようなもので、高齢者の仕事の質が若い人と比較して遜色ないことがわかります。

また、健康状態について見ても、８割以上が普通以上だと思っており、８割前後の高齢者は日常生活に

支障はなく、自立した生活を送っていることがわかります。 

 では、「エイジズムをなくしましょう」と叫べばエイジズムはなくなるのでしょうか。性差別からの脱

却が、女性の活躍に対する受け皿と、国民の意識改革が重要な視点でありましたように、高齢者のエイ

ジズムからの脱却も、私たち自身の意識改革と受け皿づくりを必要とします。 

 アメリカの老年学者の Butlerは、1985年にエイジズムからの脱却の方向性として、プロダクティブ・

エイジングという概念を提案しました。プロダクティブ・エイジングは、労働、介護、社会貢献活動な

どの社会的な価値を生み出し、そのことが高齢者自身の幸せにもなる、高齢者の生き方を示すという考

え方です。 

 この概念は、高齢化率が 23％という超高齢社会を迎えた日本にとって、高齢者は健康な日常生活を送

ればよいということを主要な目的とするアクティブ・エイジング社会を超えて、高齢者が社会の中で価

値を生み出す生き方を目指す、プロダクティブ・エイジング社会を築き上げることが求められていると

いえます。 

 なぜなら、近い将来、2060年には人口の 40％が 65歳以上になることが推計されているからです。高

齢者が他の世代と同じように社会の価値を生み出すことに貢献できることが明らかになれば、結果とし

てエイジズムからの脱却を図ることにもなると私は考えております。 

 そこで、本日は、Butlerが社会的価値を生み出す活動として上げている、就労、介護、社会貢献活動

の中から、社会貢献活動に関するトピックスを取り上げてみたいと思います。 

 社会貢献というものをボランティアという指標で示しますと、1995年の阪神淡路大震災、2011年の

東北大地震と津波などの自然災害をきっかけに、国民全体のボランティア活動に対する意識は高まって

きており、現在、800万人以上の人たちがボランティア活動をしているという実態が報告されています。

また、年齢別に見ますと、60歳以上の占める割合は５割を超えており、日本のボランティア活動の中で

高齢層の存在は重要な働きをしていることがわかります。 

 そこで、65 歳以上の高齢者全体のプロダクティブ活動への参加実態を推計してみますと、65 歳以上

の高齢者の 24％は病気または病気がちであり、23％は男女を平均すると働いている。10％はボランテ

ィア活動をしていて、残りは趣味や健康などの個人的な活動をしているという内訳になります。したが

って、既に就労と社会貢献活動のプロダクティブ・エイジングを送っている高齢者は、およそ 33％いる
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ことになります。 

 ただし、仕事といいましても、定年退職というゲートを越えた後の就労であり、社会貢献活動の内容

について見ますと、月に２～３回、10時間程度が平均的な姿です。今後、プロダクティブ・エイジング

の推進は、これら 33％の内容の質の充実と、残り 43％のプロダクティブな活動への量的拡大にあると

思われます。 

 プロダクティブな活動の生き方が、個人にとっても、社会にとっても有益になったすばらしい例をご

紹介しましょう。既に映画や芝居にもなり、本も出版されていますので、ご存じの方も多いと思います

が、四国の徳島県上勝町の事例です。 

 ここは高齢化率が 47％で、その高齢者の人たちは一時さまざまな役割から排除され、時間を持て余し

てお酒を飲んだり、体も動かさず家に引きこもったりして、病気がちになり、高齢者のための医療費で

町の財政は圧迫していました。そこで、農業指導員の横石さんという方が赴任されて、高齢者が町の山

にあるきれいな葉っぱをつんで料理屋に卸すという商売をしてはどうかという計画を立てました。 

 ４人の女性が賛同して活動を始めたところ、思いがけなく料亭などによく売れて、活動を始めた人は、

賃金を得ることができました。その情報がコンピューターを通じて高齢者に配信され始めたところ、次々

と参加者が増え、売り上げも伸び、株式会社設立までに至っています。この結果、上勝町の高齢者は収

入があるだけでなく、山を歩き回ったり仲間と話をしたり、新しいことを考えたりする中で、身体も健

康になり、町の医療費は全国平均より上であったものが１人当たり年間 20 万円以上減少し、町の財政

もピンチから切り抜けることができたという事例です。これが葉っぱを使った事例で、「葉っぱビジネス」

といわれています。 

 わが国の企業、高齢者自身も、定年制度があることは当たり前で、学校で使う高齢者の位置づけであ

る、「弱々しく、助けなければならない人」というイメージを払拭するためには、我々自身の意識改革が

必要ですが、高齢者自身の意識改革が何よりも必要になります。 

 そこで、わが国では、高齢者の学習機会として地方自治体、NPO、民間主催の高齢者のためのシニア

カレッジが用意されています。そこでのプロダクティブ・エイジング志向性への意識改革の事例研究を

ご紹介します。 

 ここでご紹介します事例は、大阪にあるNPO大阪高齢者大学校です。歴史は 30年あります。スター

トは、自治体がバックアップして高齢者の生きがい対策として実施されていました。しかし、自治体に

経済的な余裕がなくなり閉鎖されようとしていたところ、高齢者が立ち上がり、自分たちで NPO 団体

をつくり、引き継がれたのが３年前です。 

 そのときリーダーシップをとられた佐藤さんたちが来られていますので、ここでご紹介したいと思い

ます。拍手をお願いいたします。 

 現在、高齢者大学校は 1年間のコースで、1,500人近い受講者が 30以上の講座で学べる規模で、高齢

者だけで運営されております。私がこの学習講座に参加したのは 30 年前からですが、その間の歴史的

な変化は大きいものでした。もともと行政が１億円近いお金をつぎ込んでいた事業を高齢者みずからが

NPOをつくり引き継いで、より拡充させて運営しているということは、Butlerの言うプロダクティブ・

エイジングの一つの形であります。 

 本カレッジへの受講動機を入学時に聞いてみますと、図のように、「前向きな人生を歩きたい」という

人たちが 90%おられます。皆、ポジティブな生き方をしたいという意識が強い人たちであること、しか
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し具体的に何をすればいいのかわからないという人たちが来られていることがわかりました。 

 アメリカの心理学者で、ポジティブ心理学の生みの親であります Seligman は興味ある実験結果を述

べています。個人的な、自分のためだけの満足はすぐに消えるが、他者のために貢献したと感じられる

満足は大きく、また長期に持続するというものです。そこで、Butlerのプロダクティブ・エイジングへ

意識を変化させることができ、何を行えばよいのかということについて受講生の方向性が定まれば、そ

の方向へ向かって新しい価値の共有のもとでクリエイティブな活動を生み出すことができるのではない

かと考えました。 

 そこで、その効果を判定するためにプロダクティブ・エイジング志向性尺度を作成しました。この尺

度は、個人の満足と社会貢献の二つを目指す下位カテゴリーから成り立っています。さらにこの尺度に

よって、プロダクティブ・エイジング志向性のランクを五つに分けることができるカットオフポイント

を地域のサンプリング調査を用いて標準化し、作成しました。 

 この尺度の妥当性については、「ポジティブな気持ちになれる」というものと「社会貢献活動をする」

ということについて妥当性が検証されている尺度であるというものです。 

 入学時にイノベーターは 1.1％でありましたが、卒業時は 10.4％に高まっています。アーリー・アダ

プターという、初期の段階で挑戦できる人は 8.4％が 15.7%になりました。アーリー・マジョリティの

人たちは、25.2％が 28.8％になりました。ここまでの人たちが、よりプロダクティブ・エイジングの志

向性に寄ったということです。 

 前半の増加は 33.6％から 54.9％に増加し、プラスへの意識の変革が 20％程度起きていることが明ら

かになりました。地域全般においてこれらの前半が 50％であることを考えますと、入学時のシニアカレ

ッジに来る人は、地域の中でもプロダクティブ・エイジング志向性が低く、何かを得ることを求めてき

ていることがわかります。 

 しかし、その目的は自分の満足に主流が置かれていますが、１年間の学びによって新しい価値観を形

成していることがわかります。NPO 高齢者大学校は、高齢者みずからが運営している組織なので、そ

こで運営に携わっている人が活動している姿は受講生の生き方のモデルになるとともに、エンカレッジ

されて新しい価値観が形成されていく姿が認められました。 

 これは先月の読売新聞の記事ですが、ここからも、高齢者のプロダクティブな志向性を持つことが求

められ、プロダクティブな活動をすることによって、心身の健康も高まること、また、プロダクティブ・

エイジングへの志向性は、仲間との学習によって形成することが可能であることも明らかになったと言

えます。今後、その実績が上がることによって、エイジズムからの脱却をしていくことを期待しつつ私

の発表を終わりたいと思います。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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セッションⅡ：日欧の年金システムの課題 

 

「ヨーロッパの年金システムの課題」 

クシシュトフ・パター 

欧州経済社会評議会 

 

 皆さま、こんにちは。 

 私の発表ですが、欧州の年金制度が直面している問題と題してお話し申し上げたいと思います。まず、

人口統計学的な要因についてお話しします。そして、年金に関する二つの文書、つまり EUが発行した

グリーンペーパーとホワイトペーパー、についてお話しいたします。そして、年金制度改革の主要動向

へとお話を進めてまいります。 

 まず、EU の労働市場における、いわゆる満期年齢の問題、つまり人々が労働市場をいつ離れるか、

という問題についてです。これは EUの中でも違いが存在します。2001年と 2008年を比較してみます

と、満期年齢が上がっている傾向はありますが、加盟国間において違いがあることがわかります。最も

高いのがオランダやスウェーデンで、低いのはここにある国々となります。そして EUの平均というの

が、EU-15と書いてあるところです。 

 雇用率ですが、高齢の人々、つまり 55～64 歳の年齢群の雇用率がここに書かれてあります。スウェ

ーデンでは 70％以上ですが、マルタなどはもっと低くなっています。ポーランドは 40％程度です。こ

のように、高い国々もあれば、深刻な問題に直面している国々もあります。 

 失業率ですが、55～64歳の年齢の失業率をここに示しています。傾向としては、緑の線はドイツを示

しておりますが、ドイツではこの年齢群の失業率が大きく下がっていることがわかります。そして、青

の線は EUの平均です。2008年から増加が見られるのは、経済危機による影響であります。 

 さて、EU全体の失業率ですが、これは若年層の失業率です。ここでは非常に大きな差が見られます。

加盟国間の差です。危機的な国々であるスペインやギリシアでは、若い人たちの失業率が 50％に達しよ

うとしています。一方で、非常に安定した国々があります。オランダ、ドイツ、オーストリアなどです。

ここでは若い人たちの失業率は 10％程度です。つまり、加盟国間で大きな差があり、それが全体の年金

制度に大きな影響を与えています。 

 これは老年人口指数です。65 歳以上の人たちと、15～64 歳の生産年齢人口の比率を示しています。

1991年から 2010年にかけての変化を示しています。老年人口指数がすべての加盟国において増加して

います。一方で、先ほどの Päärendsonさんの発表にもありましたように、加盟国間に差があります。

年齢の中央値に関してはアイルランドでは 35歳以下となっていますが、ドイツでは 10歳も高くなって

います。ということで、EU を一口に表現することはできません。人口動態とか年金制度を語るときに

は、加盟国間に差があることを認識しておかなければなりません。 

 次に、人口収支について 2008年と 2060年を比較しています。2060年には何が起こるのでしょうか。

ごらんいただきますように、ドイツとポーランドは出生率が低いこと、死亡率も伸びていること、移民

の数が少なくなっていることで、人口が大きく減ることが予測されます。一方、比較的高い出生率を持

っている国々があります。これらの国では人口が増加することが期待できます。例えば、フランスや英

国です。三つ目のグループ、イタリアやスペインですが、これらの国々は現在の人口を維持することが
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できるでしょう。その理由は、移民の率が高いからです。 

 さて、予想寿命も変化しています。予想寿命は長くなっています。男性は平均 75歳ですが、2060年

には 84歳になるでしょう。女性は現在の 81.5歳が、2060年には 89歳となるでしょう。つまり、寿命

がどんどん延びるということです。もちろん、これも国によってかなり数字が異なります。 

 次に、人口統計学的な動向です。ベビーブーマー世代が 60 歳代に到達しています。この世代は第二

次大戦後に生まれた人たちです。そして、60歳以上の人口が毎年 200万人増加しています。EU全体で、

これだけ増えているわけです。そして、20～59歳の人口が減少しています。さらに、前の表でも示しま

したように、寿命の男女間の格差がどんどん小さくなっています。多少の男女差はありますが、その差

が小さくなっているのです。 

 さて、欧州の人口分布ですが、2008年のこれが典型的な構造でした。社会の構造はこのような年齢群

によって形成されていたわけです。しかしながら、2060 年には次のような状況になります。決して、

20 年、30 年前にみられたピラミッド型ではありません。段階的に変化していくことになります。最も

人口の多い年齢帯は、女性の場合は 70～74歳。これが 2060年の状況です。 

 この状況の下で EU は年金制度について検討を開始し、2010 年７月、欧州委員会はグリーンペーパ

ーを発表しました。ここには欧州委員会が考えたさまざまな提案が盛り込まれています。そして、2012

年 2月にはホワイトペーパーが発行されました。一般的に、年金制度というのは加盟国の責任範囲であ

ります。欧州委員会としては、問題や傾向を示し、提案を行うことはできますが、意思決定権は各国に

委ねられています。 

 ここで幾つかの見解を述べたいと思います。年金制度改革に関する市民社会の見解です。欧州委員会

として、過半数のコンセンサスを得て採用することができた見解です。 

 まず、年金制度改革は国レベルで取り組む問題である、ということです。EU の規制によって具体的

な改革を促進したり、あるいは罰したりすることはありません。次に、各国の制度は多様ですが、賦課

方式の年金支払い義務構想を根本として継続すべきである、ということです。つまり、現在支払われて

いる年金は、高齢者を支えるために使われるという制度だということです。 

 そして、実際の退職年齢を、現在の法が定めている退職年齢とできるだけ一致させる、ということで

す。法的な退職年齢と実際に退職する年齢が現在は異なっておりますが、それを縮める必要があるとい

うことです。また、労働者の意欲を高めて、法的な退職年齢を超えても働き続ける意欲を高めるために、

ボーナス制度を導入するべきであるということも考えられます。 

 そして、現役から退職への柔軟な移行を促す魅力的なモデルが必要であるということです。多くの人

たちは、突然生活態度を変えることに抵抗があります。今日までフルタイムで働いていて、明日からは

何もすることがないという状況ではなくて、段階的に移行させるということです。 

 また、法的な退職年齢を引き上げるだけでは問題の解決になりません。55～64歳の年齢帯で退職する

人たちは全体の約 50％です。退職年齢や低賃金、長期の育児休暇、長期の失業となる危険性が女性のほ

うが高く、このことは女性のほうが貧困リスクをより多く抱えているということを意味します。そして、

年金は報酬ではなくて、後払いの賃金、あるいは貯蓄であるという考え方に基づくということです。 

 さらにこの市民社会の見解が強調しているのは、欧州市民の年金に対する知識や理解を高める必要が

ある、ということです。学校に通っている人たちだけではなくて、すべての年齢群において、そういっ

た教育が必要であるということです。また、年金統計を行う EUの手順を設定する必要があります。 
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 年金改革はとても困難です。まず、国民は年金制度改革を理解することができない、そして受け入れ

ることができない、というのが現状です。自分にとって良いことがある、と信じることができないわけ

です。制度が改善されることが、なかなか予測できないのです。数字を説明されても、将来はいい方向

に展開しないのではないかと疑問に思い、そして受け入れられないのです。 

 政治家は、次の世代、次の政権に委ねる、先送りをする、といった具合で、改革を先延ばしにする傾

向があります。政治家は常に選挙を意識しています。地域の選挙、代議士としての選挙、いろいろな選

挙が待ち構えています。その中で改革というものを先延ばしにする傾向があります。しかし、あまり先

延ばしにすると、遅すぎるということもありうるのです。 

 年金制度改革をするための重要な論点の第一としては、長くなった寿命をどのように仕事とレジャー

に振り分けるか、ということが挙げられます。つまり、現役と年金の年数をどのようにバランスよく振

り分けるかということです。また、第二に、長寿になったがゆえに増えていくコストを世代間でどのよ

うに分担するかということ、そして第三に、勤務年数と退職後の年数のバランスをいかにとるかという

こと、も重要な論点です。 

 EUでは、次のような目標を掲げています。まず、退職後の十分な所得を担保しなければなりません。

そして、この制度は財政的な持続可能性、安定性を確保しなければなりません。退職した後は、収入を

増やすということはできないわけですから、安定性というものを担保する必要があります。そして、年

金制度改革は人々の合意に基づく改革でなければいけないということ、そしてさらには透明性も必要と

されます。これは改革を実行するときの透明性という意味でもありますし、運営していく上での透明性

という意味でもあります。 

 改革の主要動向としては、ハイブリッド・デザイン化が挙げられます。多様なファイナンシングのシ

ステムを組み合わせるということです。一つのソリューションだけですべてを解決することはできませ

ん。いろいろな解決策を組み合わせる必要があります。そして、負債と収益との均衡が必要です。 

 年金制度で最もよく見られる変更ですが、まず拠出期間です。給料がピークであるベスト・イヤーに

基づいて計算するのではなくて、生涯賃金の平均値に基づいて計算することです。そして、最低限度の

年金の受給資格期間の延長です。もう一つは、男女間の受給年齢の統一です。国によっては、まだ男女

間の受給年齢に差がありますので、これを統一する必要があります。そして、受給資格年齢を引き上げ

る必要がありますし、等級別料率制度を強化する必要もあります。こういった変更がよく用いられてい

ます。 

 次に、事前積み立てポリシーでは、新しい確定拠出型年金制度というものがありますが、これは多く

の場合、企業によって提供されています。そして、既存の退職年金制度の拡大、そして積立金です。そ

の財政的な安定性を確保するためには、積立金というものが重要になってきます。 

 さて、重要度を増す年金制度の役割についてです。ブルーの棒についている黒の点は 2006 年の状況

です。そして、2046年にどうなるかということですが、どんどん大きくなっていきます。将来における、

退職金および公的年金の総所得の代替率というものを示しています。 

 最後になりますが、年金制度には二つの期間があります。つまり、年金の拠出期間と受給する期間で

すが、いずれの期間において実際のお金の価値を計る必要があります。どちらの期間も何十年という期

間ですが、その期間において価値を統一する必要があります。賃金の上昇、物価指数の上昇などを反映

させる必要があります。物価指数と賃金上昇の率を両方かんがみる場合もあります。賃金の上昇率だけ
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を反映させる方法もありますし、物価上昇指数だけを反映させる方法もあります。また、任意拠出、累

進拠出を反映させる方法もあります。 

 ここで示しているのは、キャリアを中断することによって、いかに年金給付への影響があるかという

ことです。１年、２年、３年と、労働市場に参加しなかったことによって、将来の年金の価値にどのよ

うな影響があるかが国々によって異なることを示しています。 

 もちろん、年金制度改革が必要です。ほとんどの EU加盟国において、この改革が必要です。国によ

っては緊急の課題である場合もありますし、まだ時間をかけてもいい国もあります。しかしながら、よ

り早いほうがいいと言えましょう。私たちは危機的な状況からいろいろな教訓を学びましたが、この改

革はそれを反映させた形で行うべきです。そして、年金制度は多様な政策間の相乗効果の上に築かれる

べきであるということです。 

 どうもありがとうございました。 
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「日本の年金システムの課題」 

小田利勝 

神戸大学大学院教授 

 

もう休憩時間に入りたいと思われている方もたくさんいるかと思いますが、もう少し我慢してお聞きく

ださればと思います。 

 いま、Paterさんが EUの年金システムの話をしてくださいました。私はそれに対応させる形で、日

本の年金システムの課題について話をしたいと思います。時間が少ないので結論から先に言います。非

常に厳しい、といいますか、明るい材料が何もない、何を取り上げていいかわからない、というのが正

直なところですが、若い方もいらっしゃるので、まず日本の年金システムの概要について簡単に触れて

おきます。 

 日本の年金システムの特徴としては一般に次のような３点が上げられます。一つは、公的年金への全

国民の強制的加入です。それまでは公的年金制度から無縁であった自営業者層が国民年金に加入するこ

とになった 1961年以来のことです。二つ目は、先ほどの Paterさんの話の中にもありましたように、

現在働いている人が納めた保険料が現在の高齢者の年金になるという賦課方式を基本にしています。三

つ目は、年金システムが三層構造をなしているということです。三層構造というのは、一番下に国民年

金があり、その上に民間企業の方が入られる厚生年金や公務員、教職員の共済年金があり、その上の三

層目に、年金基金とか企業年金というものがオプションとしてあります。この三層目は、厚生年金等の

上乗せ年金として期待されてきましたが、最近、年金基金の運用会社による年金資産消失の問題があり

ましたように、かなり動揺しているという状態です。 

 日本の年金システムでは、年金受給に必要な加入期間は 25 年です。これは、世界的に見ると、かな

り長い期間ではないかと思います。最大 40 年です。そして、受給の開始年齢が、一層目の基礎年金で

ある国民年金では 65歳、厚生年金では、現在は 60歳からの支給ですけれども、2025年までに段階的

に 65歳からの支給になりますから、いやがおうでも 65歳までは働かないと年金が支給されないという

ことになります。 

 保険料はどれくらい払うかというと、基礎年金である国民年金に関しては月に 14,980円。これが 2017

年以降は、16,900円になります。厚生年金は、現在は所得の 15.7％ですが、2017年以降は 18.3％にな

ります。労使折半ですから、2017年以降、およそ 9%、1割と考えていいと思います。サラリーマンは

年金保険料として所得の 1割を拠出するということです。 

 国民年金に関しては、厚生年金等と異なって保険料を折半する相手がいないものですから、受給する

ときに受給額の半分を国が負担することになっています。では受給額はどれくらかということになりま

すと、基礎年金に最長の 40年加入して月に 65,541円です。これが満額です。加入年数が少なければ減

額されます。私は 36 年しか加入していませんので満額をもらえません。月数で計算されて割り引かれ

ます。サラリーマンの、夫婦二人の標準的な年金額は幾らかというと、厚生年金と二人分の基礎年金、

すべてあわせて月に 230,940 円ということになります。年金総額は、1 年間に日本全体で 51 兆 1,332

億円。この額が年金として支払われているということです。 

 この図は、ちょっとごちゃごちゃしていますが、左側のピンクの部分は、高齢者の所得全体の中で年

金の占める割合はどれくらいかというものです。約 7割です。右側のピンクの部分は、年金だけで生活
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している高齢者世帯がどれくらいいるかというもので、約 6割です。所得全体の中で、8割以上が年金

で占めている世帯は、高齢者世帯のうちの 7割に達しています。要するに、公的年金制度が社会に浸透

しているといいますか、しっかりと定着しているということです。言い換えますと、公的年金制度が十

分に機能なければ高齢者は生活できないということです。 

 この表は、現在働いている現役世代が、何を老後の生計を支える手段として考えているかを示したも

のです。赤で囲ったところを見て下さい。現役世代の 7 割以上が公的年金をあげています。年齢が 40

歳以降になりますと、年金に対する期待度が若い年齢層よりも高くなっています。この結果からも、公

的年金システムが高齢者の生活を維持する上で欠かせない社会システムとして定着していることがわか

ります。 

公的年金システムは、高齢者の生活だけに重要というわけではありません。厚生労働省年金局は次の

ような 3つの機能について触れています。一つは、働いている世代が親の経済的扶養の負担から免れる

ということです。公的年金システムが充実していなければ、親は年をとったら子どもに頼るしかないと

いう状態になります。二つめは、企業にとっても公的年金システムは重要であるということです。公的

年金システムは従業員が仕事に専念できることを可能にするということです。途上国などで公的年金シ

ステムはじめ社会保障制度が充実していないところでは、公務員でさえアルバイトが禁止されていませ

ん。給料よりもアルバイトでの収入が多いということもあります。公的年金システムがあれば、退職後

の生活は年金があれば安心だということで、別の収入を求めてアルバイトに精を出すことなく本来の仕

事だけに集中できるということです。また、公的年金は高齢者の消費力を支えることになります。企業

が作った製品を高齢者が買うことができることになりますから企業にとってもいいというわけです。も

う一つ、一番重要な機能と言うことができますが、公的年金システムによって経済的安定と社会的安定

が確保される、ということです。公的年金システムがいかに大事かということは、高齢者個々の生活に

とってはもちろんですが、そのことも含めて、それが社会の安定にとってきわめて重要な役割を果たし

ているということです。 

 ところが、そういった年金システムは多くの課題に直面しています。一つは、少子高齢化と人口減少

という問題です。これは、年金受給者の増加と、保険料納付者の減少を引き起こしています。働いてい

る世代の保険料負担の増大というものにもつながってくるということです。 

 この図は、日本の過去から将来にわたる人口動向です。グリーンのところは 65 歳以上の人口、オレ

ンジのところがいわゆる生産年齢人口、先細りになっていることがわかります。その上に雪崩が覆いか

ぶさるように 65歳以上の人口が増加しています。そして、幼年人口はどんどん少なくなっています。 

 この図は、日本の総人口の超長期的推移です。現在は 1 億 2,800 万人ほどです。2010 年の国勢調査

によれば１億 2,805万 7,352人ということです。世界で 10番目です。かなり多くの人口を抱えていま

すが、現在がピークと見られています。これからは減少し続け、50年後の 2060年には 8,600万人ぐら

いになるだろうと推計されています。100年後、2110年ごろには 4,286万人、今のイギリスやフランス

の人口、6,000 万人ぐらいよりも少なくなると見られています。そして、この先どう続くかというと、

1,500年後になると 1人になるという推計もあります。あと 1,500年で日本はなくなってしまうという

ことですね。 

 老年人口の増加と生産年齢人口の減少が続く中で、老年人口を扶養する生産年齢人口の負担の増大を

こんなふうにシンボライズして表現されています。実は、このスライドをつくるのに、私はだいぶん時
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間をかけましたので、よく見て記憶しておいてください。 

 左側の写真は、野球の優勝チームが監督を胴上げしている写真です。かつては、この写真のように大

勢の現役世代が 1人の高齢者を支えていたということで、そのことを、胴上げ型と表現しています。そ

れが、現在、あるいは近い将来は、まん中の写真のように、3人で 1人を支えることになります。その

状態を騎馬戦型と表現しています。右側の写真は、2050年、そう遠くない将来ですが、1.2人で 1人を

支えることになるということで、あたかも肩車のようなので、肩車型と表現しています。この写真では、

背負っているのはオリンピックの柔道の金メダリスト・吉田沙保里選手ですから、1人で 3人ぐらいは

肩車ができるかもしれませんが、現役世代の負担がこういうふうに大きくなるということを象徴的に表

現しています。誰が考えついたか私は知りませんが、おそらく、厚生労働省の若い官僚が考えたことで

しょうが、この胴上げ型とか騎馬戦型、肩車型というのは実にうまい表現だと思います。もっとも、こ

の表現は、老年人口を分子にして生産年齢人口を分母にする老年人口指数をわかりやすくシンボライズ

して表現しただけですから、現役世代の負担の問題は、実際のところは、もっと詳しく検討しなければ

ならないのですが、これから大変になるということを強調する象徴的表現として使われています。 

 年金システムが直面しているもう一つの課題は、経済の低迷です。不景気と長期にわたるデフレが日

本で続いています。所得が減少しています。東日本大震災がありました。震災復興のために公務員の給

料を削減するということで、私たち、国立大学の人間も公務員ベースの給料ですから、大幅に削減され

ました。長い間、給料は上がっていませんし、ずっと以前より下がっていますから、そのことが年金受

取額の計算に反映されて、退職後の年金受取額もずっと以前に退職した人よりも少なくなってしまうと

いう悲しい状態になっていますが、経済の低迷は失業者や非正規雇用者、ワーキングプアという人たち

も増加させています。 

 経済の低迷は年金基金の運用益も減少させています。100 兆円ぐらいの年金のファンドが日本にはあ

ります。その年金ファンドを使って運用しているわけですが、この運用益が減少しているということで

す。経済に低迷は税収とか保険料の減収をもたらすとともに、年金財源の目減りという状況が続いてい

ます。そして、不景気を反映してか、国民年金保険料の納付率が低下してきています。ごらんのように、

2011 年、最近のデータでは、半分ぐらいの人しか国民年金の保険料を支払っていないということです。

国は、支払っていないという納付率の低さが問題にはならないと言います。なぜならば、払っていない

人には年金を出さないわけですから、財源そのものには問題がない。しかし、将来的に無年金者、年金

を受け取れない人が増大するということが将来的な大きな課題となってきます。 

 そうした現在の年金の問題に関して、現在働いている人たちも、公的年金に対する信頼感というもの

が低下している、あるいは不安感が大きくなっています。この表では、働いている 20～64 歳の人たち

の７割が、公的年金が老後の生活に十分であるかどうかに不安を抱いているということです。そして、

そうした中で、世代間の公平性の問題が議論されています。これは、保険料として支払った額と年金と

して受け取る額が世代によってずいぶん開きがあることを問題にした議論です。この表の一番下に書か

れていますが、現在あるいはそれ以前の高齢者は、支払った保険料よりも 5～6 倍の年金を受け取るこ

とができました。しかし、将来的には、これから年をとっていく人は、支払った年金保険料に比べて、

受け取る年金のほうが少なくなります。これは、夫婦世帯に関してのことです。個人単位で見ていくと

どうかというと、こういう研究結果があります。 

 1950年生まれの人は、生涯、支払う保険料よりも、受け取る年金の額のほうが多いけれども、その後
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の世代はすべて、支払う保険料のほうがはるかに多くなってしまうだろうという結果です。これが生涯

年金受給額で、こちらが生涯保険料です。そして、それらを差し引きしたものが、下の折れ線で示され

ています。ご覧のとおり、純受益、net benefit rateがマイナスになっています。こういう世代間の問題

が生じてきているということです。 

 以上のようなさまざまな問題に対して打ち出されてきたのが、現在ホットな話題になっている社会保

障と税の一体改革というものです。これには四つの優先課題が掲げられています。このうち、年金改革

について見ておきますと、国民的な合意に向けて新たなシステムをつくっていくということで、下線を

引いたところです。まずは年金の一元化。先ほど言いましたように、日本の年金は幾つかのカテゴリー

に分かれています。それを一本化していこうということです。それから、支給開始年齢の引き上げと年

金保険料を上げていこうという施策です。もう一つは、運営改善、効率化を図るという政策です。これ

までの年金にかかわる官庁のずさんな業務運営によって多くの問題が生じました。それに対する反省か

らです。 

 では、改革の財源はどうかということですが、左側の棒グラフをごらんになってわかりますように、

保険料の収入、入ってくる保険料は頭打ちです。しかし支出が大きいので、税金と国の借金によって社

会保障費を負担する、その額がどんどん上がってきています。そこで出てきたのが、消費税の引き上げ

ということです。 

 時間が迫っておりますので、先を急ぎます。詳しいことはレジュメを読んでいただければと思います。 

 消費税が 5%から 10%へ引き上げられますが、それでも足りない、消費税は最低でも 16～20%にしな

いと、という議論もあります。また、消費税が上がるとどういう影響が起きるかということで、最近、

野田内閣自体が試算したものが公表されました。これによると、保険料の値上げと消費増税によって、

例えば年収 500万円の夫婦世帯であれば、年間 33万 8,000円という負担増が生じるということです。

こうした負担増はどの世代においても生じると見られています。改革が国民一人ひとりに大きな負担を

求めているということです。 

 社会保険方式による年金システムの問題というのは、幾つかの前提、条件があって初めて有効に機能

します。それらの条件は何かというと、受給者が納付者よりも絶対的に少ないなど、ここに八つばかり

上げました。実は、そうした条件が現在ではすべて崩れています。なぜかというと、少子・高齢化と人

口減少が続き、長期にわたって経済が低迷しているからです。特に、少子・高齢化と人口減少は、高度

の産業化によって人類積年の願望であった長命と豊かな生活、その実現と引き換えに手にしたものです

から、避けることができない現象です。もし豊かな生活を続けよう、長生きしようと思ったら、少子・

高齢化と人口減少という状況を引き受けざるを得ないということです。 

 経済面では、かつてのような大きな成長は難しいだろうということになると、最初に言いましたよう

に、根本的な解決になる材料を探すのは難しい。思い切った対策、まさに挑戦が必要であるということ

です。 

 税金とか保険料の値上げ、支給年齢の引き上げ、あるいは定年延長という今までの対策は、よく考え

てみれば、子どもでも考えられる対策です。私自身、一つのアイデアとして、まさに挑戦的研究という

科学研究費を得て行った研究を紹介します。日本の場合、一般に大学は 4年制です。休みが多くて、授

業数も少ない、単位は 3年でとれることを前提に考えると、大学の修業年限を 1年短縮すればどうなる

か、という関心から研究しました。 
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 全体として言うと、税金と保険料で 3,000億円か 4,000億円ぐらいしか 1年では増加しないわけです

が、ただ親の負担が減少するとか、親が老後の生活の準備のために早くとりかかれるとか、あるいは子

育ての負担が減るということで、出生率の増加が期待できるとか、いろいろな関連する影響というか変

化が出てくるだろうと考えました。あまり多くの人はこの案に関心を寄せなかったですが。 

 さて、ここで、幾つかの問いがあります。様々な改革があって、年金システムを改革していくときに、

人は何歳まで働けるのか、あるいは働かなければいけないのか、ということです。働けるうちは働く、

元気だから働ける職場を用意する、どのような仕事や職場が高齢者に十分用意できるのか、何らかの高

い能力を持っていて、生涯現役を続けられる人は例外中の例外ではないのか。義務的労働から解放され

た楽しい老後生活は、もう望めないのか、ということも問いとして出てくるわけです。 

 最後に一言ということで、当面、年金システムの問題を解決していくためには、今の対策を続けると

して、財政運営、国家財政と予算の使い方、これは早急に根本から洗い直して、むだをなくすことが大

事です。そして、予算配分を考え直す。年金システムだけをいじっても、年金システムの問題は解決し

ないということです。結局、年金システムの真の改革には何が必要かというと、何よりも世界の平和と

安全というものがなければ、たぶん年金改革も先に進まないのではないだろうかと思います。 

 ご清聴ありがとうございました。I hope the bright future。 
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セッションⅢ：高齢者の雇用と社会的活動 

 

「情報通信技術と活力のある高齢化社会：仕事、つながり、共助による真の人生の継続」 

ローラ・バトゥー 

欧州経済社会評議会 

 

 皆さま、私はここに戻ってくることができて、うれしく思っております。私の前の２人が、既に EU

についての説明をしていますので、私は ICTの役割について、そしてアクティブな高齢化について、お

話をしたいと思います。 

 ICTは先進国における雇用の機会を創出することができます。特にスキルの高い労働者また退職後の

労働者にとって、ICTは非常に重要なものとなっています。ですから、どのように年齢というものを負

担ではなく、チャンスとするか、ウィン・ウィンの関係に持っていくか、勝者がすべてをとるという形

にしないためにはどうすればいいか、といった問題を考える際には、今私たちが生きている社会におけ

る ICTによる雇用について、考えることが重要となるのです。 

 少し考えてみるとわかることですが、生きているということは年をとるということです。ですから、

すべての人は高齢者になるわけですが、若いときと高齢になってからのニーズは異なります。 

 年齢はグローバル・チャレンジです。しかし、私たちが問いかけるべきなのは、若い人、高齢者と分

けるのではなく、高齢者ということがチャンスにもなり得るということ、そして、経済をそちらへ向け

て考え直す、はじめの一歩から見直すことだと思います。 

 そこで、全体的なアプローチとしてまず、給料をもらって働いている人だけを考えるのではなく、人

にエンパワーメントを与える、よい暮らしを支える、そして社会に参画することを可能にする、人のこ

とも考慮すべきです。私の同僚も既に話しましたが、高齢者の数は EUでも増えてきています。例えば、

これまで 15％であったものが 23％に増えるということで、働いている人の数だけを見てもこれだけあ

って、社会そのものがこれに適応していかなければいけません。 

 そして、高齢の労働者に対しての仕事は増えていくべきであり、仕事に対する必要性は、人々が仕事

を続けたいからという理由だけではなく、年金の減少とか貧困、将来に対する不安といったことを防ぐ

ためにも必要であるということです。 

 では、そのような社会において何が役に立つのでしょうか。私たち欧州経済社会評議会では、ICTの

ルールについて考えています。ICTつまり情報通信技術というものは、ヨーロッパよりも、今は日本の

ほうが発展していることと思います。仕事、ヘルスケア、人々に安定をもたらすものと考えられます。 

 ただ、高齢の労働者は ICTの前で障害に直面することになります。例えば、年齢による差別、あるい

は十分な研修を受けにくい、ヨーロッパの大学は授業料が高くなってきている、という問題もあります。

また、女性のほうが、失業率が高く貧困に直面していますので、そのことを考えると、ヨーロッパでは、

まず女性からなんとかしなければならないということになります。また、この分野に政府の予算を投入

しようとしても、多くの国は緊縮財政を強いられています。 

 ICT普及についての障害としては、十分な教育を受けていない、デジタルなリテラシーがない人も多

く、インターネットを使うにしても、どこまで安全であるかということもありますし、ハードとソフト

にいかに適応するかという問題もあります。 
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 こういった事実があるにもかかわらず、マクロ経済的なニーズのリソースとして、また知識のリソー

ス、雇用のリソースとして、高齢者は重要になってきます。例えば、日本には農協がありますが、ヨー

ロッパでは Social Economy sectorと呼んでいますが、そういったところで ICTが生活を容易にする役

に立つと思いますし、ICTの社会へ入っていくことを容易にする可能性があります。 

 ICTの障害を取り除くことによって、雇用も伸びると考えられます。そこで三つのテーマがあります。

まず、インフラが重要です。ブロードバンドとか高速Wi-Fiがヨーロッパでは、まだ十分に普及してい

ません。そういうものがまったくない場所もありますので、そこをいかに伸ばしていくかが課題です。

それから、ハードとソフトへのアクセスがいかにできるかということもあります。コンピューターをま

ったく触ったことがない高齢者もいます。どうやって使っていいのかわからない人もたくさんいます。

ほとんどのコマンドが英語なので、まずそこの入門が簡単にできるようにすることが重要です。 

 それから、ヨーロッパにとって重要なのは、彼らに対する信頼をつくること、そして ICTを使うこと

について信頼をつくることです。例えば、e-signature、e-commerce、ｅ-dispute というものを使う人

たちに安全を保証すること、それを保護することが重要になってきますし、ユニバーサル・アクセスの

中に e-education を含めることなどを次の世代に向けて始めなければいけません。多くの国では、少し

遅れてはいますが始まっています。 

 次に、テクノロジーと教育の関係ですが、青のラインが示しているのは、どれだけの人が教育の段階

で ICTを使っているか、小学校、中学校から大学のレベルが一番下ですが、いかに通信技術を使ってい

るかということで、教育レベルが高くなるほど使っていることがわかります。 

 ICTを、働き続けたい高齢者に力を与えることに使えないか。遠隔勤務を可能にするとか、身体的・

精神的な制約も少なくできるとか、また仕事と家庭生活をうまく合わせるようにすることができないか。

ただ、そのためには、デジタルリテラシーが不足しているという、基本的なところを教育や訓練などに

よって埋め合わせていくことが重要になります。 

 テクノロジーと職業ということでいくと、青のラインを見ていただくと、スキルが少ない手作業の仕

事と、スキルの高い事務的な仕事という違いがあります。これを教える人にとっては、これを前提条件

として ICTの教育を入れていくことが重要になります。 

 また、ICTによって知識の交流にも役立つというメリットがあります。企業においても、私生活にお

いても、若い人と高齢者、若い人から高齢者という、世代を超えたコミュニケーションも可能ですし、

高齢者を含めて、すべての人たちがデジタルの技術を使うことができれば、コミュニケーションもよく

なります。生き残るためには、Eスキルや生涯学習などが必要であることが十分に認識されると、世代

間の連帯感も強まると考えます。 

 また、ICTによって、活発でない高齢者も包摂するのに役立つ全体的なアプローチを考えていくこと

が大切です。インターネットによるシルバー経済、例えば自動支払いにはデジタルなスキルが必要です。

また、こういうところでの信頼性も必要です。同時に、友だちや家族などとのかかわりを維持するため

の重要なツールとしての役割もあります。 

 ICTは、職業を生み出すチャンスでもあります。非常にハイレベルな科学的・学術的な大学が、これ

に対するソリューションを発表するというシンポジウムがありました。そこでは、ICTを通じて職業の

機会を増やすこと、その機会をうまく管理すれば、非常に大きな可能性があること、が提案されました。

高齢者の仕事を増やすことにもなりますし、ビジネスにとっても多くのチャンスとなります。もちろん、
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うまく管理した上でという条件がありますが。 

 また、国の GDP を強化することも高齢者に対する手助けにもなります。彼らの購買力を伸ばすこと

になりますし、社会保障制度や保険といったものをより安定的に継続することができます。そのために

は、政策的な意志を持って、経済そのものをその方向へ向け直すことが必要です。ヨーロッパではそれ

がなされていませんので、欧州委員会に対して、私たちは強い行動をとって、その方向へもっていくよ

うにと提唱しています。そして、この状況をウィン・ウィンに持っていけなければ、ヨーロッパではこ

の方向へ伸びることはないと思われます。 

 ヨーロッパには非常に強い労働組合連合があります。先ほどもお話がありましたが、こういった連合

が、人々が定年まで仕事を続け、世代間の連帯を保つことによって、ICTがここでニーズにこたえる手

段として考えられます。 

 まず、インフラに対するアクセス、デジタルツールに対するアクセスを基本的な権利と考えています。

そして、すべてのデジタルメディアに対して、コンピューターがなくてもアクセスができるようにする

ことが重要だと思います。そこにはグローバルなアプローチが必要ですが、私たちの意見では、定年後

に人々は選ぶ必要があります。自主的に働き続けるべきかどうか、それを選択する際に ICTがおおいに

役に立つと思います。 

 私たちが今、直面しているのは不況ですが、これが将来の社会のモデルとなってはいけません。今の

社会的なモデルを将来的に変えていけるように、小田先生もおっしゃいましたが、私たちは自分に問い

かける必要があります。人として生まれたときから、死ぬまで、働くべきなのか。あるいは、自分たち

の生活を経済的にも社会的にも、よい生活にするべきかどうか。ICTを使うべきかどうかに、こういっ

たことが反映されていると思います。人生は、自分たちのものです。 

 ご清聴いただきありがとうございました。関西学院大学の皆さま、今日はお招きいただきありがとう

ございました。 
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「日本における労働統合型社会的企業の実態 

－活力ある高齢社会に向けた制度的・社会的基盤条件－」 

原田晃樹  

立教大学准教授 

 

 

 立教大学の原田と申します。今日はお招きいただきましてありがとうございます。 

 私は行政学や地方自治を専攻しております。特に、政府とサードセクターとのパートナーシップにつ

いて調査をしておりまして、その一環として、日欧の社会的企業、とりわけ、労働統合型社会的企業（Work 

Integration Social Enterprise; WISE）の比較調査にも取り組んでいます。今回与えられたテーマであ

ります「社会的活動と就労との両立」を考える上で、WISEは一つの可能性を示すものではないかと考

えています。 

 そこで、今日は、いわゆるWISEという事業体の可能性と課題に触れながら、高齢者の社会的活動と

就労について考えていきたいと思います。 

 WISEというのは、一般労働市場から排除されがちな障害者であるとか高齢者、シングルマザー、ニ

ート、ホームレスといった人たちの労働包摂を主たるミッションとして掲げる事業体です。日本にも同

様の事業体は昔からありました。しかし、デンマークやイギリス、フランス、イギリス、イタリアのよ

うな法人格はなく、非営利の法人格も法令別の縦割りになっているために、社会的な認知度はきわめて

低く、そもそも当事者にWISEとしての自己認識すらない場合もあります。そういう調査上の困難はあ

るのですが、法人格も活動形態も多様な組織をWISEとして捉え、その実態に焦点を当てること自体に

意義があると考えております。 

 むしろ、高齢者の社会的活動と就労の両立を考える上で、NPO のような非営利組織一般を対象にし

た調査は限界があります。実際、NPO 法が成立した前後に、シニア・ベンチャーやコミュニティー・

ビジネスを念頭に、高齢者の活動の受け皿として NPO 調査をしたことがありましたが、結論から言う

とあまりうまくいきませんでした。というのは、先ほど藤田先生からのお話にもあったように、高齢者

と一くくりにしても、実はいろいろな層があるからです。 

 例えば、表に示したように、統計上、高齢者世帯と全世帯平均で所得に大きな差はありません。世帯

一人当たりで見ますと、高齢者世帯で約 198万円（2万ユーロ）、全世帯平均で約 207万円（2万 1,000

ユーロ）とあまり変わりません。平均値で見る限り、高齢者は経済的弱者ではないのです。問題は、個

人差が大きい、すなわち所得格差が大きいことなのです。 

 日本では、ここ 10数年ほどの間に経済力が落ちてきて、現在ではおよそ 7人に 1人が相対的貧困者

だと言われています。しかし、高齢者の場合、この率は 4人に１人に跳ね上がります。図にあるように、

ホームレスも高齢者の割合が非常に高くなっています。 

 先ほど、藤田先生のデータにもありましたように、日本での就業率は韓国に次いで高いのですが、こ

れはある種、食えないから働かざるを得ないという現状があります。しかも、就きたい職に就けていな

いという実態があります。 

 表 3をご覧いただくと、左から三つ目に「エンジニア」という欄がありますが、本来、手に職をつけ

ているはずの高齢者層のほうが、実は「エンジニア」の仕事に就いている割合は低く、ホワイトカラー
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の割合も低いのです。これに対し、農業従事者の割合が高くなっています。これについては、起農する

人が多いというよりは、地方都市の兼業農家の人たちがリタイアし、カテゴリー上専業農家になっただ

けではないかと解釈できます。総じて、あまり就きたい職に就けていないという現状があるのです。 

 しかも、ニーズもさまざまです。働いている人・いない人、働きたい人・他の活動を優先したい人な

どさまざまですが、問題は、他の活動を優先したい人についても、地域活動、生涯学習講座や既存のボ

ランティア活動といった、既存の受け皿では満足できない人たちが少なからずいるのではないかという

ことです。社会的活動のニーズは高いけれども、そのニーズに対する基盤が用意されていないという現

状があるのではないかと考えられるわけです。 

 この要因の一つとして考えられるのは、就労と社会的活動を両立させることが非常に困難な状況にあ

るのではないかということです。労働か社会的活動のどちらか一方を選ばざるを得ない厳しい雇用環境

があると考えられるわけです。 

 高齢者の雇用の多くは、定年延長・再雇用、あるいはリタイアしてパートタイムで働くことが多いと

思いますが、定年延長になると、役職が解けて平社員になる方が多く、そうすると今までとは違う人間

関係になってくる、職場での立ち位置が難しいという問題が生じます。あるいは、パートタイムで慣れ

ない肉体労働を強いられたり、低賃金のため長時間労働を余儀なくされたりといった現実が待っていま

す。いずれにしても、体力や意欲に応じた勤務条件をみずから設定するのは非常に困難です。ですから、

社会的活動をしたいと思っても、できない方が潜在的に多くいらっしゃるのではないかと思います。 

 その一方で、日本のベビーブーマーの世代（団塊世代）は、地域活動や NPO 活動の担い手として期

待されていましたが、意外と地域にとけ込んでいないという調査もあります。そういう人たちの中には、

単に参加のきっかけがなかっただけという人もいるでしょうが、現状の受け皿だけではなかなか満足で

きない、とけ込めない人も多いのではないかということが推測されるわけです。加えて、図 6の内閣府

調査にあるとおり、社会的活動に専念できる人は、ある程度の経済的な余裕がある方が中心にならざる

を得ないという現実もあると考えられるのです。 

 スライドの 4象限の図は、日本の高齢者の社会的活動と就労をプロットしてみたものです。横軸が労

働性の強さ、縦軸が組織やグループへの主体的かかわりの高さで、4 つにカテゴライズしてみました。

これによると、右上の、一定の生活の糧を得ながら社会貢献していく活動の受け皿が圧倒的に弱い現状

がおわかりいただけると思います。言い換えれば、日本では、このような事業体がもっと活躍できる基

盤をつくることが、大きな課題だということできます。 

 これについては、スライドで「参考」として紹介していただきましたが、10数年前に大規模なシニア・

サラリーマンに対する調査をして、潜在的なニーズがあることがわかりました。NPO 法が制定された

頃のことで、NPOという用語すらまだ馴染みが薄かった時期ですが、50代のサラリーマンに退職後の

NPO（市民事業）やボランティアへのニーズを探ったものです。仕事人間で地元には寝に帰るだけの日

本のベビーブーマー世代がリタイアして「全日制市民」になったら、地域に新たな課題が生じるだろう

から、今のうちに考えておこうということで、ホワイトカラー3,000 人を対象に、かなりお節介な調査

をしました。まず、日ごろどんな生活をしていて、退職後にどのような生活をイメージしているのかを

たずねました。我々が予想したとおり、日常生活は、ゴルフ、テレビ、酒というのがおきまりのパター

ンであり、その大半は、将来のことは考えていない（考えたくない）というものでした。ここで、将来

への危機感を持ってもらった上で、次にボランティアや NPO 活動（市民事業）を紹介し、それらへの
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参加意欲をたずねました。かなり誘導的なアンケートでしたが、この調査をきっかけに NPO に関心を

もってもらおうとしたのです。結果は、この種のアンケートではかなり高い 50％という回収率を得ると

共に、社会的活動やNPOに対する関心の高さが明らかになりました。 

 この調査結果を踏まえ、私たちはさらにお節介な調査をしました。すなわち、二次調査として、アン

ケート回答者のうち NPO 活動等に興味があると答えた人を対象に、自宅または職場に押しかけて、面

接調査を行ったのです。内容は、自分史を語ってもらい、その人の得意分野やスキルなども聞き、さら

に市役所の業務の中で、具体的にどのような事業であれば一緒にやりたいと思うかといったことまで細

かく聞きました。そして、その結果を個人のカルテのような形でまとめ、市が主催する NPO 講座等で

活用してもらいました。 

 この調査で印象に残ったのは、社会的活動に対するニーズは非常に高いということ、しかしながらそ

の一歩が踏み出せない現実でした。そして、一歩が踏み出せない大きな理由は、地域との関係性が薄い

ということに加え、経済面によるところも大きかったのです。社会的活動をしたいけれども、年金だけ

では生活費は不足するから、不足分をアルバイト等で埋めなければならない、これを優先しなければな

らないと考えている人が非常に多かったわけです。 

 アンケート調査では、「退職後の年金の受取額」と「実際にほしい額」についてもたずねました。回答

には多様な意見があったので、ひとくくりにできない面はありますが、単純平均で６万 2,000円という

差が出ました。１日パートで働いて、週に４日ないし５日働く計算になると思います。退職後に新たに

パート先を探さなければならないような場合には、働くことで精一杯で、それ以外に目を向ける余裕は

なくなってしまいます。しかし、仮に、社会貢献をしながら６万 2,000円分が稼げれば、この問題は解

消されるわけです。月収 6万円強の収入でよければ、社会貢献を組織の主たるミッションに置く事業体

でも成り立つのではないでしょうか。 

 この調査がきっかけとなって、NPO や社会的企業に関心を持つようになりました。しかし、高齢者

による NPO 活動の可能性について調査していくと、冒頭でお話ししたように、高齢者の所得格差の現

実を思い知らされました。つまり、NPO などの活動に参加する人の多くはある程度の経済的余裕があ

る人だということです。企業年金を満足に受けられないような人や何らかのハンディキャップを持つ人

にとっては、食べていくだけで精一杯という厳しい現実があり、生き甲斐重視の事業性の低い活動も、

事業性の強い営利企業のような活動も、受け皿とはなりにくいことに改めて気がつきました。それで、

社会的に排除されがちな人であっても共に働くことのできる事業体であるWISEに関心が向き、このよ

うな事業体がどうしたら生き残り可能となるかということを探ろうと思ったのです。たまたま、職場の

同僚でWISE研究をしている者がいて、そのうちの一人はデンマーク・フランスの研究者の下に留学も

していたので、彼らと一緒に日欧WISEの比較研究を行い、日本の社会的企業を相対的にとらえてみよ

うと考えました。 

 それでやろうとしたところ出端をくじかれたというか、非常に大きな問題に直面したのは、法人格が

ないものですから、日本の場合、何を社会的企業とみなすかという定義づけから始めなければいけない

ということで、ここにかなり苦労をしました。 

 ヨーロッパでもその辺が議論されているようで、大きく分けると、NPO の系譜の事業体とコーポラ

ティブの系譜の事業体の二つの形態があります。日本の場合、すでにお話ししたように NPO 法人には

雑多な組織形態を含むので、今回はコーポラティブの系譜をしらみつぶしに調べてみることにしました。
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さしあたり、一昨年前にワーカーズ・コレクティブ、昨年にワーカーズ・コープという系譜の事業体に

ついて全国調査をしました。 

 これらの調査から非常におもしろい結果が出ました。まず、WISEといわれる社会的企業は、主に三

つの社会的価値を持っている事業体ではないかということです。その中の中心的な価値が労働包摂です。

今回の調査では主に障がい者を念頭に置きましたが、障がいを持っている、あるいは働く意欲の程度に

応じて、その人に応じた居場所が用意され、その人の意欲の高まり、スキルの高まりに応じて仕事が提

供されています。これが可能なのは、仕事のあり方やビジネスプランをできる限り全員参加で考えると

いう民主的なガバナンス構造になっているからです。 

 そのガバナンスに対して地域の理解を得るために、地域の住民も理事などとしてメンバーに入っても

らっています。当事者と地域住民が組織の運営に関わることで、地域や当事者の埋もれたニーズが発見

されるわけです。そして、ニーズに適合する財やサービスを提供することによって、サービスに付加価

値が生まれます。地域密着の課題解決という付加価値がついたサービスの提供に当たっては、贈与的な

資源、すなわち、ボランティアであるとか、寄付であるとか、あるいは物品の提供といったことが受け

られやすくなります。こうして、サービスを提供し、その対価を受けることによって、何とか収入が確

保される、すなわち、食べられる労働になっていくわけです。この、自分の力で食べられるということ

が、当事者の自信の回復なり生活の維持につながって、継続的な労働が可能になっていくのです。この

ように、WISEには主に三つの社会的価値があって、しかもそれが密接に関連し合っていることがわか

りました。 

 ただ、当然のことながら、それらの両立は非常に困難であります。図 12 の横軸は、フォーマルな参

加の程度、たとえば、日常的な会議に参加しているか、総会の議決をしているかといったもので、縦軸

は賃金水準です。これを見ると、右上が「なし」になっています。つまり、高参加で高賃金の事業体と

いう事業体は、現状ではないことがわかりました。それだけ、両立することは困難な価値であるという

ことです。 

 この両立困難な状況を打破する一つのアプローチは、公的資金を継続的に受けられるようにすること

です。図 12 の中ではまん中に位置する「川崎市民石けんプラント」という事業体が、唯一、障害者自

立支援の制度を受けています。しかし、制度に参入すると、ある程度の賃金は確保されますが、決まっ

たカテゴリーの障がいしか受け入れられないとか、健常者と障がい者の対等な立場での経営参加が基本

的に認められない（公的資金における人件費は指導員にしか使えない。）といった問題が生じます。就労

困難者を受け入れているワーカーズ・コレクティブの多くが制度を使っていないのはこのためです。経

営的に苦しいのを承知であえて公的な制度の適用を受けずに頑張っているわけで、参加という価値を重

視すれば、そうせざるを得ない現実があるわけです。 

 これに関連して、もう一つ、参加について改めてわかったことは、公式的な参加、いわゆるコーポラ

ティブで言う「１人１票」よりも、その人の能力や働き方に応じて、誰もがそこにいることができて、

能力の高まりに応じた活動の場が提供できるという、いわゆる「居場所」の機能を重視していることで

した。実は、ここに見えないコストをかけているのです。1人 1票の公式な参加を過度に強調してしま

うと、かえって意思能力の乏しい人たちを排除してしまうことになるのです。むしろ、「居場所」のよう

な形態も幅広く包含した包摂の価値が重視される必要があるように思います。 

 こうしたWISEの社会的価値については、残念ながら、公的主体との委託契約や市場メカニズムでは
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基本的に認められません。具体的な成果（アウトプット／アウトカム）を重視する委託契約の仕様には、

これらのプロセスに関する価値を入れ込むことは、技術的にも困難な面を抱えています。イギリスでは、

サービスのインパクトを評価する手法（SROI）に関心が集まっていますが、これは、むしろ WISE の

活動がもたらすプロセスの評価が等閑になってしまう側面を有していると思います。WISEの社会的価

値を公契約においてどのように評価できるかということが、今後の NPO 研究の主要なテーマになると

思います。 

 時間がないので、調査結果については少しだけ紹介させていただくにとどめます。図 13 は、事業所

の定例会議に多くのメンバーが参加していると答えたところほど、業務改善に取り組む雰囲気や、仕事

に対する意欲が高まる傾向があることを示しています。多様な就労困難者が参加することで、労働の生

産性は低くなりますが、仕事に対するモラルとか意欲、社会にかかわる程度は非常に高くなり、その意

味では、決して生産面でもマイナスになっていないと考えられるわけです。 

 また、図 16は、ワーカーズ・コレクティブの類型別のネットワークを表したものです。ワーカーズ・

コレクティブは、もともと生活クラブという生協を母体とした事業体ですので、ほとんどが関係団体と

のネットワークしかありませんでした。ところが、就労困難者を多く受け入れている団体ほど、多様な

ネットワークが形成されるようになっています。つまり、就労困難者が参加することで、地域に多様な

ネットワークが形成されていったということがわかったのです。 

 ワーカーズ・コレクティブという事業体は、20年前までは 99％が専業主婦でした。それがWISE型

の組織を志向することによって、組織のあり方自体も大きく変わりつつあります。つまり、同じワーカ

ーズ・コレクティブであっても、組織のガバナンスの状況によって、組織変容が促される可能性がある

のです。ここから示唆されるのは、高齢者の社会的な活動と経済的な満足を両立させるような事業体と

して、社会的企業というものがもっと社会に定着していけば、高齢者の多様な働き場ができるだけでな

く、地域に重層的なネットワークが形成される可能性があるということです。 

 最後に、こうした事業体が今後日本で成長するための課題を二つ上げさせていただきます。一つは、

地域や関係する事業所とのネットワーク機能の形成を促す社会的基盤です。イギリスでは、それはイン

フラストラクチャーと呼ばれ、日本では中間支援組織と呼ばれています。中間支援組織が、事業連携や

コミュニティ形成にとって非常に重要な役割を果たしているのです。 

 もう一つは、先ほど申し上げましたように、社会包摂とか参加といった、事業を行うプロセスにおい

て生成される価値をどう公的資金を供給する際の指標として入れ込むかということです。よくソーシャ

ルバリュー（social value）とか、社会条項（social clause）と呼ばれていますが、それを委託契約の中

でいかに位置づけられるかということが今後の課題だと認識しております。これについて今後、考えて

いきたいと思います。 

 時間が超過しましたけれども、これで終わります。ご清聴ありがとうございました。 



 30

パネルディスカッション 

 

モデレーター 

陳 礼美 

関西学院大学人間福祉学部准教授 

 

【陳】 皆さま、こんにちは。陳礼美と申します。私は今、社会福祉学を専門にしておりまして、今日

はモデレーターを務めさせていただきますことを光栄に思います。EU の方々にもお目にかかれて非常

にうれしく思います。 

 今日はどのようにモデレートをさせていただくかと言いますと、皆さま一人一人に質問をお聞きして

いきたいと思います。そして、最後に 10 分ぐらいをとって、フロアの方々からの質問、コメントをお

受けしたいと思います。時間が限られておりますので、早速、最初の質問をさせていただきたいと思い

ます。 

 まず Päärendsonさんにお伺いしたいと思います。プレゼンテーションをお聞きして興味深く思いま

したのは、社会保障システム、例えばベビーブーマーの世代の退職年齢を上げたり、あるいは移民労働

者を増やしたり、というお話をしていただきました。また、世代間の問題をかんがみて政策づくりをし

ていかないといけないとおっしゃいました。 

 藤田先生からは、若い世代、また高齢世代の人たちの社会的認識として、高齢化ということに関して

の自覚があるというお話をしてくださいましたが、どういった政策や計画を EUはこれまで実行されて

きたのでしょうか。世代間の認識を高めるために、という文脈において、ですね。 

【Päärendson】 ご質問をありがとうございました。 

 世代間の意識ということですが、高齢化の問題に対応するためには、世代間の課題はとても重要だと

思います。覚えておかなければいけないのは、世代間の側面を考えながら雇用政策を考えていく必要が

あるということです。例えば若い世代、高齢世代の人たちに平等な機会を与えていかなければなりませ

ん。 

 訓練に関しても同じです。企業に対する幾つかの調査で証明されていますが、高齢者と若年層の人た

ちを一緒にすることで、非常に効率よく知識を移転することができるというのです。若い人たちは、ICT

について高齢者の人たちに教えることができます。また、最近の新しい技術について教えることができ

ます。一方、高齢者の人たちは若い人たちに対して、クライアントとのコミュニケーションについて、

彼らの経験に基づいて教えることができます。 

 若い人たちは技術には長けていますが、コミュニケーションスキルが乏しいことがままあります。し

かし、製品を売るときに重要なのは、コミュニケーション能力なのです。これは企業レベルでの話です。 

 私の発表では時間がなかったので、最後のスライドをご説明できなかったのですが、世代間の連帯と

いうことについて申し上げます。今年、EU ではこの課題に対応しています。この課題について、いろ

いろな会議が行われていますが、要点は、どのようにして高齢化社会の課題に対して前向きに取り組む

かということです。そして、どういった前向きな要素があるかということについて議論をしています。 

 その中で一つ重要なのは、高齢化の問題の一つの側面を解決できない場合は、若い人たちの可能性に

も目を向けなければいけないということです。幾つかの調査も行いました。教育訓練をマネージャーに



 31

行いました。さまざまな世代に対する継続的な訓練をどうやって行うかという、マネージャーに対する

教育です。 

 これがご質問のお答えになったかどうかわかりませんが、こういったところです。 

【陳】 Päärendson さん、ありがとうございます。世代という話になりましたので、藤田先生にお聞

きしたいと思います。 

 すばらしいデータを発表していただきました。高齢者大学で学ばれている方々のデータは非常に興味

深いですね。こういう大学に入ることで、プロダクティブに生きるための教育が提供されているという

ことに関心をもちました。ただ、団塊の世代もそういう自己認識、あるいは自分たちもプロダクティブ

なエイジングにかかわりたいという積極的な意識があるのかどうか、世代間のコホートごとの違いがあ

るのかどうか、ということに興味を持ちましたが、いかがでしょうか。 

【藤田】 ありがとうございます。先ほど、高齢者大学におけるプロダクティブ・エイジングの取り組

みについて紹介させていただきましたけれども、陳先生からいただきました質問は、それが次の団塊の

世代に対してどういう伝わり方をしているか、ということでよろしいでしょうか。 

 そのことについては、世代継承性（generativity）という言葉があります。世代継承性に関して、高

齢者世代が今ここで頑張ることが、次の世代に伝えることのモデルになっていくのではないか。そのた

めに、プロダクティブという言葉をどういう日本語に訳すかということで悩んだのですが、企業などで

言う生産するという意味の「プロダクティブ」ではなくて、物事をつくっていくクリエイティブな意味

で使っています。Butler先生の論文などを読むと、プロダクティブという言葉は、企業で生産するとい

う意味ではなくて、新しいものをつくっていくという意味で使っておられるような気がします。 

 そういう意味では、EU の先生方もおっしゃいましたが、高齢化社会はまだ誰も経験したことのない

社会であるという意味で、日本でもヨーロッパでも同じだと思うのです。経験したことがないわけです

から、新しいものをつくっていくというモデルをここでつくり出しておいて、次の世代がそれを引き継

いでいく。世代継承という意味でも、今ここでプロダクティブなエイジングをつくっていくことの重要

性を感じているところです。以上です。 

【陳】 ありがとうございます。私たちにとっても、プロダクティブ・エイジングという精神を次の世

代に伝えていくことは非常に重要だと思います。 

 では、次は Paterさんと小田先生にお聞きしたいと思います。非常に難しい、年金制度についてお話

しいただきました。小田先生のプレゼンテーションでは、社会保障の将来はなかなか難しいということ

でした。お二人の先生、特に Pater先生にお伺いしたいのは、高齢者、特に女性は十分な年金を受けら

れないリスクが高いとおっしゃいました。例えば、出産をしたり休暇をとったりすることで出入りが激

しいがゆえに十分な年金を受け取れない可能性が高いということです。そこで、目を向けなければいけ

ない年金制度にはどういったものがあるでしょうか。 

 小田先生は、世界の平和と安全保障ということについてお話しくださいましたが、日本の観点から、

もう少し詳しく述べていただきたいと思います。 

【Pater】 ご質問をいただきまして、ありがとうございます。 

 労働市場における女性の立場ですが、将来の年金制度を考えると、まず考えなければいけないのは、

男女それぞれにおける将来の年金は、労働をしている間にどれだけ支払ったかに依存します。その状況

は各 EU諸国でも同じだと思います。 
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 しかし、多くの社会において、女性は子育てに大きな役割を果たしています。それによって労働市場

で過ごす時間が減るわけです。子どもを迎えに行くためには定刻に仕事場を出なければいけない。国に

よっては、託児所が充実していないところもあります。幼稚園、学校でも、決まった時間以外に子ども

を預かる制度が十分にない国もあります。したがって、女性が産休とか育児休暇を長くとらなければい

けない状況があるわけです。 

 産休期間に年金の支払いをしていたとしても、年金の権利として削減される場合があります。100 パ

ーセント働いていた人に比べて、受け取る年金の額が減る可能性があります。これは家族の問題でもあ

ります。子どもを適切に育てることはとても重要ですが、EU において女性の給料は男性より低い、言

い換えれば、同じポジションであっても低い状況にあります。そういう状況に対応していかなければい

けません。しかし、文化的な側面があったりして、この問題を解決することができていないのです。多

くの国において、この問題について明言する人は少ないのですが、問題としては今でも存在しています。

女性の給料のほうが低いという問題です。 

 また、多くの加盟国において、若い女性は男性に比べて、なかなか仕事を見つけることができません。

雇用機会が少ないということです。「どうせ産休をとるだろう」とか「子どもが病気になったからといっ

て会社を休むだろう」という予測のもとに、女性の生産性は低いとみなされてしまうわけです。これに

より、女性を雇用しづらくなることがあります。 

 また、忠誠心ということについては、同じ年齢群の男性と比較すると、本当は女性のほうが忠誠心は

高く、雇用主を尊敬します。そういう面で忠誠心においては女性のほうが高いのが実情です。 

 さらに、男女が結婚をして、家庭を持ち、家計を持つわけですが、突然離婚することもありえます。

それぞれの義務を共有しない場合、例えば男性がほとんどの稼ぎをもたらして、女性は家族の世話をす

る役割になっていると、離婚をすると女性は困ってしまいます。ポーランドでは年金制度の一部として、

離婚後、ファンドの年金を男女平等に分けることになっています。合意に達することができなければ、

法廷に持ち込むこともあります。そういった状況においていかに女性を保護するかが重要です。離婚後

の問題もあるということです。 

 これら四つの課題がとても重要だと思います。 

【陳】 ありがとうございます。 

【小田】 今のご質問にお答えする前に、皆さんのお話を聞いていて非常におもしろかったので、こち

らからまずお話します。日本でも制度が変わりまして、離婚した場合、それまで夫の厚生年金だったも

のを半分ずつ受け取ることになっています。もともと、年金制度は一家のうちで一人、特に男性が働い

て女性が家庭を守るという前提でスタートして、整備されてきた。今もそれは変わりません。しかし、

それでは矛盾が生じてきたので、特に女性の側からの要求というとおかしいですが、それに基づいて変

わってきたということが日本の状況でもあります。 

 もう一つ、世代間連帯と継承性の問題が出てきましたが、これは非常に重要で、私のプレゼンテーシ

ョンでも示したけれども、高齢世代は、かつてはマイノリティーだったわけです。非常に少なかった。

しかし現在ではセカンド・マジョリティーになってきましたから、高齢世代が望む・望まないにかかわ

らず、あるいは生産年齢世代が望む・望まないにかかわらず、パートナーとして連帯しないとやってい

けない社会になってきたということです。そうなってくると、労働の問題にしても、その後の年金の問

題にしても、一緒に背負っていかなければいけない、そうしないと成り立たない社会になってきた。こ
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れからは、ますます、そうだろうと思います。 

 世代の継承性に関して言えば、今の世代が受けている利益が次の世代の不利益にならないようなこと

を考えていかなければいけないわけです。例えば定年延長の議論の中で、若い人がプロモーションでき

ないとか、若い人たちの職がなくなるという議論が一時あって、定年延長に対する若い人の批判もあり

ました。だけど、自分たちが高齢世代になったときにどうするか、今のような形で定年が延長されて、

それが実現していれば、自分たちが高齢になったときに長く働ける、それを先取りして定着させていく

施策が重要になってくるだろうということが、世代の継承性の問題として重要ではないかと思います。 

 それから、私に対する質問で、平和と安全ということがありました。高齢期の生活だけではなくて、

平和と安全のないところによい生活は望めないし、現在でも世界各地で紛争地域があります。あるいは、

途上国で調査に入っていくと、高齢期の生活はいかに大変かということがわかります。そういうところ

は災害に弱い地域であったりします。そうすると、安全の問題が確保されないと、高齢期の生活は安心

ではない。 

 では、平和と安全を守るためにどれだけお金を使ったらいいかということになるわけです。平和と安

全がないところには、それを守るために、人類は今までたくさんの人とお金を投資してきました。もし

平和と安全が確保されていれば、その分をまさに人間の生活に使える。延長してきた高齢期の生活を豊

かにするためにそれを使えばいいということになると、国家予算の見直しにも通じてくると思うのです。

これは、どの国でも同じだと思います。 

 そういう議論がなくて、年金システムの問題とか社会保障の問題を議論しても、結論は出ないと思い

ます。明るい材料が何もないですから。日本で石油が発見されたとか、iPS 細胞がすごい特許で、ほか

の国に売れるとか、そういうことがあれば別ですけれども、そうでない限りは、やはり平和と安全。そ

れで、国家予算のうまい使い方というところに国民がよく注意をしていく。そのとき、social 

contribution として高齢者に何ができるかというと、日本の言葉で言えば、ご意見番といいますか、ウ

オッチャーとして、知識をどれだけ高めていくことができるか、でありましょう。高齢者大学で、趣味

とか遊びばかりを学ぶのではなくて、例えば財政というものに目を光らせるだけの知識と技術を身につ

けていくということですね。 

 もう一つ言いたいのですが、ICTの問題。今の高齢者という議論ですけど、少なくとも僕らの世代よ

り下は ICT になじんでいます。ということは、これからは ICT にそれほど不得手でない高齢者のほう

が主流を占めていくだろうと思います。だから、今、問題にされている ICTの課題は、ごく短期間の問

題ではないかなという印象もあります。以上です。 

【陳】 小田先生、いろいろなテーマに光を当ててくださいまして、ありがとうございました。 

 では、Batutさん、小田先生がおっしゃったことにコメントをいただけますか。 

【Batut】 私に話をさせていただく機会を与えていただきありがとうございます。 

 小田先生がそうおっしゃるのは、若いからだと思います。大学レベルでは、小田先生がおっしゃって

いることは、もちろん正しいのですが、社会全体を見ていけば、高齢者世代をエンパワーするためのツ

ールとして ICTを考えた際に、コンピューターをまったく触ったことがないという人は、私の国は発展

途上国ではありませんが、多くの方がおりますし、国の中でも大都市と小さな都市で大きな違いがあり

ます。また、教育レベルでいっても、高いレベルの人と低いレベルの人によっても、コンピューターに

どれだけなじんでいるかに違いがあります。 
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 ICTがあれば、経済を強化し、幾つかの問題の解決に役立ち、さまざまな世代間の連帯にも役立つと

思いますが、そのためには、多くの人が使いやすくするために、新しい世界に入っていけるように教育

する必要はやはりあると思います。 

 先生は平和と安全についておっしゃいました。EU も最初にそのことを考えました。それにはお金も

必要ですが、平和と安全を必要とする理由が、ときに忘れられがちです。しかし、それは社会全体とし

て考えなければいけない問題です。現在のために、そして明日のために、平和と安全について考えれば、

私たちは新しい富の共有のあり方を考えなければいけないと思います。それが生き残っていくために必

要であると思います。 

 インタラクティブな、あるいは国際的な連携、安全性ということを考えれば、pay-as-you-go システ

ムの制度がそれを強めると思います。もちろん、ところによっては高齢化によって経済的な不況にもな

りますので、すべてを変えるというのではありません。Pater さんもおっしゃいましたように、徐々に

適用していき、連帯というものをもたらしていく。平和と安全は、私たちの国の外ではなくて、国の中

で脅威となる場合もあります。ありがとうございます。 

【陳】 Batut さん、ありがとうございました。何かこのトピックに関してコメントのある方はいらっ

しゃいますか。 

【Päärendson】 ICT の問題に関してコメントをさせてください。ここで言っているのは、お孫さん

とスカイプで話をするとか、Facebookで話をするといった、ツールを使うということだけではなくて、

ICTというのはいろいろな分野で使われています。 

 私の国では、デジタル処方箋を開始しました。つまり、お医者さんに行って、診断を受けて、処方箋

を書いてもらう。それを更新するために、これまでは、また先生のところへ行かなければいけなかった

のですが、今では、ドクターは薬局と直接コミュニケーションをとってくれていますので、２回目から

は薬剤師のところで自動的に薬を受け取ることができるようになりました。 

 これはとても新しい制度で、ドクター側で仕組みを変えなければいけなかったわけです。ICTの教育

というときは、このようなことを言っているわけです。ほとんどのお医者さんは比較的高齢で、新しく

デジタル処方箋、デジタル署名についても、私も含めて教育を受けなければいけなかったわけです。私

自身、初めはデジタル署名に慣れませんでした。 

 また、選挙でも、自宅で投票することができます。IDカードを使って投票するわけです。こういった

仕組みをとることで、若い人たちの投票率を上げることができたのですが、高齢者はそれほど上がりま

せんでした。高齢者はコンピューターではなくて、投票所へ行って投票しました。 

【陳】 ICTの実施にはいろいろな課題があると思いますけれども、同時に、明るい展望もあると思い

ます。期待も、効果もあると思います。 

 そこで、効果ということで原田先生にお伺いしたいと思いますが、先生の研究はすばらしいと思いま

す。社会的包摂ということについてお話をされましたが、特に、ワーカーズ・コレクティブとかコープ

をどのように評価するか、高齢の労働者を雇用することについての評価ですが、この評価というものは

重要だと思います。 

 先生は、ワーカーズ・コレクティブにおける社会的なアウトカムに目を向けて研究をなさっています

けれども、そこでお伺いしたいのは、ワーカーズ・コレクティブの効果については述べられましたが、

効率についてはいかがでしょうか。アウトカムとしての効率です。 
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【原田】 効率というのは、例えば企業と比べたときに、より安くできるとか、できないという意味で

すか。 

【陳】 利益ということだけではなく、どれだけの投資を行って、その結果を効果的に、より早く得ら

れるかという意味です。 

【原田】 はい。社会的価値の評価手法をどう設定するかによって結果は容易に変わりうると思います。 

 非営利組織の価値を公契約において評価する際には、大きく二つの考え方があると思います。一つは、

今年の３月だと思いますが、イギリスで Social Value Actという法律ができました。そこでは、あらか

じめ、入札の条件に環境、男女の雇用機会均等、障がい者・高齢者の雇用等のいわゆる社会条項（social 

clause）を入れることによって、価格以外の価値を契約に反映させよういう考え方です。日本では、政

策入札と呼ばれています。 

 ここでは、不特定多数の事業者を相手し、結果を問うので、通常営利か非営利かは区別されません。

株式会社でもいいのです。しかし、社会的価値については、事業の発注者側があらかじめ設定しますの

で、受注者側が提起することは難しい面があります。 

 もう一つの考え方は、日本でいうと随意契約です。イギリスでは service level agreementと呼ばれる

ものです。この場合、あらかじめ一定の要件を満たした事業体、例えば非営利の組織に対して優先的に

サービスを調達したり、契約をしたりします。いわゆる交渉的な契約という考え方です。 

 交渉的な契約だと、発注者側だけでなく、受注者側が考える社会的価値も反映させることができ、事

業を重ねるたびに問題事項の改善や双方の相互理解の促進にもつながります。しかしながら、しばしば

随意契約をめぐって批判がなされているように、交渉・契約の過程が不透明になりがちだという構造的

な問題があります。日本でいう「えこひいき」やアンフェアな契約が結ばれてしまう恐れがあるわけで

す。そこで、交渉の過程をオープンにすると同時に、受注者側が、自分達がどのような社会的価値を発

揮できるかを主体的にアピールすることが重要です。 

 その一つの手法が社会監査（social audit）と呼ばれるものです。例えば、どれだけのステークホルダ

ーの意見を聞いたか、利用者に対して事業の効果や満足度についてどのような聞き取りをしたとか、そ

れに対して自分たちはどれだけ努力をしたのか、どういうところを確認し、そこにどれだけの投資をし

たのかをきちんと自己評価するのです。日本では、こうした組織評価の手法はまだ未確立なので、これ

についてさらなる調査・研究が求められています。 

【陳】 原田先生、ありがとうございます。やらなければならないことがたくさんあるようですね。社

会的企業をつくりやすいものにしていくことに貢献してくださっていると思います。 

 時間もあまりありませんが、どなたかご質問はございますでしょうか。 

【フロア参加者】 Pater さんにお聞きしたいと思います。非常にわかりやすい発表をありがとうござ

いました。非常にプラグマティックな質問ですが、EUの先進国、フランス、ドイツといった国々では、

どの程度まで政府の公的な年金を受けて、リタイアするまでの間にどれだけの保険料を納めなければい

けないのでしょうか。それは、労働者だけではなく、例えば大学を卒業した人はどれだけ払って、どれ

だけ受け取れるというふうになっているのでしょうか。 

【Pater】 なかなか難しいご質問です。ドイツにおいては、年金制度の改革後、年金を受給する年齢

を高くしました。小さなファンドを実施しました。これをふまえて比較検討した調査というのを私は見

たことがありません。多くの EU加盟国の年金制度は、pay-as-you-goの制度をとっています。そして、
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予算からの助成を受けています。 

 例えばデンマークでは、国民はある期間、年金保険料を払えば、基本的な年金を受けることができる

けれども、それ以上のものについては、雇用者との契約に基づいて定まることになっています。ほかの

国、フランス、ドイツ、ポーランドでは、基本的には pay-as-you-goのシステムです。それに加えて、

予算からの助成を得ているわけですが、人口動態の変化によって、助成金の額がどんどん高まっていま

す。 

 先ほど言いましたように、比較をする研究というのは見たことがありません。どれだけの課金が行わ

れて、どれだけの支払いが行われているかという比較は見たことがありませんが、ご質問は、代替率と

いうことでしょうか。 

 現在のところ、ほとんどの加盟国においては、サラリーの 50％以上です。昨年の研究を見ますと、10

年前のケースではスタンダードでした。最初の年金と最後のサラリーが行われていましたが、今では最

初の年金と平均のサラリーの比較をしています。平均サラリーを対象として計算をしています。という

のは、10 年、20 年前であれば、サラリーは毎年上がっていました。最も高いサラリーを基本にしてい

たわけですが、今では、最も高いサラリーは、仕事をしていた期間のまん中の期間に当たります。50％、

60％の代替率となっています。 

 しかし、将来は何が起こるかわかりません。10 年後、20 年後、どうなるかわかりません。私が年金

を受けるときに、この代替率が守られているかどうかはわかりません。ある程度の自立が必要でしょう。

国によってはファンドが導入されているでしょうけれども、将来の年金に関しては、あまりにもいろい

ろな要因が考えられますので、予測は難しいですし、リスクは高いです。政府の中にも、そういった予

測をしているところがありますが、前提条件によっては、代替率が 60％以上になるかもしれませんし、

40％になるかもしれません。条件によって異なると思います。 

【陳】 時間がなくなってまいりました。ほかの方からもご質問をいただきたいと思います。 

 どなたか、ご質問のある方はいらっしゃいますか。 

 Lauraさん、フランスのデータをお持ちなのですね。 

【Batut】 Paterさんの答えでほぼ完璧だったと思います。 

 フランスの場合、大学の教授というご質問だったと思いますが、それは公務員のシステムに組み込ま

れていますので、２本柱となっています。一つが pay-as-you-goのシステム、日本と似たようなもので

す。もう一つの柱は、自分のお金を民間あるいは公共のところにつぎ込む形になっています。自分が退

職するときの年金は、実際のサラリーの 50％ぐらいということで、これは主に公務員です。それと、自

分がそれまでどれだけ仕事をしてきたかということをベースに計算をします。最後の２年、つまり、こ

れから退職するというときに、それをベースに計算をする。自分の貯金からということになっています。 

【陳】 小田先生、お願いします。 

【小田】 日本でも、政府は、所得の半分を下回らないということで、何年も前にあれしていますが、

年金の受給額ですね。私は年金の知らせを受けて、どう考えても 50％に届かないです。非常に複雑な計

算をするのです。所得の 50％を下回らないように、年金の受給額を維持していくという政府の政策は、

実感と合わないというのが正直なところではないかなという感じがします。 

 もう一つ、これは Paterさんに聞きたいのですが、EUの加盟諸国は、共通の年金システムを導入す

るとか、共通の年金組合をつくるという議論はないのですか。 
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【Pater】 共通の組合をつくるのは不可能だと思います。加盟国の中では、いろいろなシステムがあ

ります。フランス、ポーランドでは、軍人のための年金、警察、消防署のための年金制度が別個にあり

ます。そして、判事とか検察官、そういう人たちが別のシステムになっているところもあります。 

 基本的には pay-as-you-goのシステムですが、デンマークの場合は税金をベースにしています。納税

者はフラットな年金、みんなが同じ年金を受けています。基本年金をもらっているわけです。それにプ

ラスされるものは、雇用者との契約に基づいているものです。 

 また、国によって人口動態が異なっています。アイルランドとドイツでは、人口動態の動向はまった

く違います。国によって制度も違うし、人口動態も違うので、共通の制度にするのは難しいと思います。 

【陳】 ありがとうございます。 

【Päärendson】 私も一言加えたいのですが、ヨーロッパを考えたとき、全体として考えてはいけない

と思うのです。27カ国もの加盟国があり、それぞれが違う文化、違うものがありながらも一つになって

いるということですから。 

【陳】 ありがとうございます。EU を考えるときに、これはマストなことだと考えなければいけない

ですね。 

 ほかにご質問はございますか。あと３分あります。 

【フロア参加者】 今、27カ国あるということだったので、EUの全体ではなくて、それぞれのお国の

事情でいいのですが、世代間の連帯が一番大事だということがキーワードだと思うのです。皆さんの国

では、これだけの経済不況があったときに、若者の労働を奪うようなことが、高齢者の雇用延長ではあ

ると思うのですが、そういうことについて世代間の理解はあるのでしょうか。あるいは、皆さんの国で

エイジズムということは、存在としてあるのでしょうか。 

 日本では、だんだん厳しくなってきている実感があるのですが、教えていただければと思います。 

【陳】 どなたか。Paterさん、いかがですか。 

【Pater】 もちろん、危機も多くの問題をもたらしていますが、私たちは、そういうものは見ており

ません。例えば、ポルトガルとか、経済危機の国において失業率は非常に高くなってきていて、若い世

代の失業率の問題が深刻ですが、世代間の問題が起きているというのは、どこにも見ておりません。ネ

ガティブなコメントは出ていますけれども、それは高齢世代に向けてというより、十分に機能していな

いという政府に対する批判的な意見だと思います。 

 公共のアンケートなどを見ていきますと、他の加盟国に対する悪い意見も出てきています。例えば経

済危機にあったときには、連帯についての問題は、より豊かな国が困っている国を助けるべきではない

かという意見もあります。ただ、小さな国の多くの人たちはそういうことを理解していないこともあり

ますし、自分たちの経済状況、自分たちの生活水準を比較して、経済危機にあるところの生活水準が低

いということであれば、そこの人たちは、危機に面している国の社会が自分たちの生活にそれほど深く

影響を及ぼしていなのではないかと言いますが、それでも比較はします。しかし、世代間での比較とい

うことはしません。 

【Päärendson】 ご質問ありがとうございます。 

 若い人たちの失業率が高いのですが、これはスキルのミスマッチによるものです。若い人たちが持っ

ているスキルが、労働市場で求められているスキルと一致しないということです。そういうことで、若

い人たちがなかなか職に就けないということになりますが、若い人たち、高齢者を比較したときは、そ
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ういう理由で高齢者が好まれます。というのは、高齢者のほうが仕事に対する経験を持っているからで

す。若い人たちは経験が少ない。そして、スキルがニーズとマッチしないということです。 

 そこで教育制度に問題があることに気がついたわけです。教育制度を改革しなければいけない、もっ

と労働市場に合った教育をしなければいけないということです。若い人たちにとって、これはとても重

要です。また、高齢者にとっても、スキルとニーズをマッチさせるための再訓練が必要だということで

す。 

【陳】 時間がなくなりましたので、ここで終わらなければなりません。 

 すばらしいご発表とディスカッションをありがとうございました。また、フロアの皆さまにもご参加

のお礼を申し上げます。ありがとうございました。 
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日欧の高齢化社会を考える 

―活力のある高齢化社会とは：社会的側面と経済への挑戦― 

 

閉会挨拶 

市川 顕 

関西学院大学産業研究所准教授 

 

 本日は、日欧の高齢化社会を考えると題します国際ワークショップにお運びいただきまして、まこと

にありがとうございました。欧州諸国も日本も、先進国であるという共通点を持っておりますが、それ

と同時に、「問題先進国」といった側面もともに持っているのではないかと思います。そのような状況の

中で、高齢化社会ということをただマイナスの面としてとらえるだけではなくて、それをウィン・ウィ

ンな、ポジティブな考え方、新しい価値や制度を構築していくという意味において、本日のワークショ

ップで出てきた考え方は非常に重要ではないかと思っております。 

 本日のワークショップは、EUIJ 関西が主催、そして欧州経済社会評議会および関西学院大学産業研

究所の共催、そして、ありがたいことに、関西経済連合会、大阪商工会議所、関西生産性本部、兵庫 EU

協会、そして関西学院大学人間福祉学部の後援をいただき、開催することができました。関係する皆さ

まに厚く御礼を申し上げますとともに、今回、発表いただきましたパネリストの先生方に拍手で感謝の

気持ちを伝えたいと思います。 

 それでは、短いあいさつではございましたが、閉会のあいさつにさせていただきます。 

 本日はまことにありがとうございました。 
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